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厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

総括研究報告書 

 

建築物環境衛生管理における空気調和設備等の適切な運用管理手法の研究 

研究代表者 林  基哉 北海道大学大学院 教授 

 

研究要旨 

本研究では、個別空調方式に特化した空気環境管理手法の確立と行政指導等を行う際のマニュアル

を目指して、4 つの研究を行い、建築物環境衛生管理における空気調和設備等の適切な運用管理手法

に資する科学的根拠を示す。 

部会①は、個別空調における現状調査による建築物衛生法を踏まえた類型化と管理者や行政指導に

おける課題を整理することで、中央空調方式と個別空調方式の違いによる課題を整理する。 

部会②は、不適率上昇に関する調査により個別空調方式の管理方式や管理実態及び室内環境の差を

明らかにし不適率上昇について分析する。 

部会③と④は、個別空調方式に特化した空気環境管理手法の確立を目指し、管理手法に基づいた行

政指導等を行う際のマニュアルを作成しその効果について調査する。以上により、管理者側、自治体

側、双方に不足している情報を整備し、今後増えると予測される個別空調への効率的な行政指導等を

行うことが可能となる。また、個別空調を備えた建物の空気環境が改善されることで、特定建築物全

体の空気環境が改善され（不適率の上昇が抑えられ）、シックビルディング症候群を防除することが

できることが期待される。 

R2 年度の研究によって、以下の知見が得られた。個別空調方式の建物や個別空調と中央管理の併用

の建物は、中央管理のみの建物に比べて年間一次エネルギー消費量が小さくなる傾向がある。これは、

個別空調方式では、必要な空間のみを空調換気することが出来ることが要因であると考えられる。し

かし、個別空調は外気の影響を受けやすく建物内に環境の差が生じやすいとともに、建物による差も

生じやすい可能性がある。従って、個別空調方式の衛生管理において、室内環境の分布や変化に着目し

た評価が重要になる。行政報告例の不適率と比較すると、個別空調方式では、換気と加湿の制御が十分で

はない場合が多く、室内粒径別浮遊粒子濃度においても高い値を示す場合がある。浮遊微生物の測定結

果と併せて考えると，個別空調を採用した室内の粒子状物質のろ過性能が劣っている傾向がある。調

査研究を継続し、個別空調の特質を踏まえた、衛生管理、行政指導に関する効果的な手法を検討する。 

 
研究分担者 
開原 典子 国立保健医療科学院 
柳   宇 工学院大学 
長谷川兼一 秋田県立大学 
中野 淳太 東海大学 
菊田 弘輝 北海道大学大学院 
李  時桓 信州大学 

研究協力者 
金   勲 国立保健医療科学院 
小林 健一 国立保健医療科学院 
東  賢一 近畿大学 
鍵  直樹 東京工業大学 
齋藤 敬子 日本建築衛生管理教育センター 
関内 健治 全国ビルメンテナンス協会 
谷川  力 日本ペストコントロール協会 
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A．研究目的 

 特定建築物における建築物環境衛生管理基準の

うち、相対湿度、温度、二酸化炭素の不適合率が近

年、上昇傾向にある。既往の研究「H29-R1「建築

物環境衛生管理基準の検証に関する研究」により、

その要因として、建築物の大規模化と用途の複合

化により、建築物の衛生管理が複数のテナントに

よって行われ、中央一括管理ができないこと、省

エネルギーを目的とした換気回数の減少があるこ

とを示すとともに、個別空調方式の使用が拡大し

てきたことも不適合率の上昇の要因の一つである

ことを示してきた。 

 既往研究「H29-R1「建築物環境衛生管理基準の

検証に関する研究」により行った空気環境測定者

へのアンケート調査と自治体の建築物の衛生管理

担当者へのヒアリング調査からは、個別空調の管

理の難しさや立入検査時の難しさが指摘されると

ともに、実態調査からは、室内空間のムラが大き

いことが指摘された。個別空調の急速な普及に伴

う運用管理手法の情報は不足している状況にあり、

今般、より効率的な監視指導が求められるなか、

個別空調方式に特化した空気環境管理手法の確立

とその管理手法に基づいた行政指導等を行う際の

マニュアルの検討が急務である。 

 本研究班では、これまでの特定建築物に関する

既往研究で行った室内空気環境の測定データの蓄

積がある。これらの中央一括管理方式のデータは、

個別空調方式を用いて形成される室内空気環境の

 
図 1 研究の構造 

建築物環境衛生管理における空気調和設備等の適切な運用管理手法の研究

成果１ 個別空調方式に特化した空気環境管理手

法の確立

成果２ 個別空調方式の管理手法に基づいた行政

指導等を行う際のマニュアル

研究部会① 空気環境の調整に関する課題の整理

【R2‐R3】

①‐1 空調設備の現状調査（R2‐R3）

・対象整理、動向調査（R2）

・建築物衛生法を踏まえた類型化（R3）

①‐2 管理・指導の課題整理（R2‐R3）

・空気環境測定業者、管理者、自治体調査（R2）

・設備更新、個別空調普及動向調査（R3）

研究部会② 空気環境不適率上昇に関する調査と分

析【R2‐R4】

②‐1 個別空調方式の影響調査（R2‐R3）

・管理方式・実態の差に関する調査（R2‐R3）

・空気環境の違いに関する実態調査（R2‐R3）

・空気環境特性に関するシミュレーション（R2‐R3）

②‐2 空調設備の地域性と省エネルギーの影響に関す

る分析（R3‐R4）

②‐3 基準不適合率上昇に関する分析（R3‐R4）

研究部会④ 個別空調方式の行政指導等に資するマニュアル作成【R3‐R4】

・作成、試行、効果調査（R4）

研究部会③ 個別空調方式に特化した空気環境管理手法の検討【R2‐R4】

・空調メーカー等の維持管理に関する情報整理（R2）

・関連学会等の個別空調方式に関する管理手法の情報整理（R3）

・マニュアル作成に向けた情報整備（R4）

H29‐R1「建築物衛生管理基準の検証に関する研究」及びH29‐R1「中規模建築物における衛生管理の実態と

特定建築物の適用に関する研究」における、特定建築物等の空気環境調査の知見
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比較対象として利用可能である。また、本研究は、

自治体、ビルメンメンテナンス業の実情を踏まえ

た調査が必要であるが、本研究班では、公益財団

法人日本建築衛生管理教育センター、公益社団法

人全国ビルメンテナンス協会との共同や、建築物

の衛生管理担当者との連携を行いながら、急速に

普及する個別空調に関する現場に必要な情報を収

集・整備することが可能である。 

 本研究は、3 年間の研究期間で、中央空調方式と

個別空調方式の設備の違い等に着目した特定建築

物における空気環境調整の課題整理と、近年の建

築物環境衛生管理基準の不適合率上昇との関連を

分析し、個別空調方式に特化した空気環境管理手

法の確立を目指すとともに、その管理手法に基づ

き、行政指導等を行う際のマニュアルの検討を行

い、建築物環境衛生管理における空気調和設備等

の適切な運用管理手法に資する科学的根拠を示す。 

 

B．研究方法 

本研究班「建築物環境衛生管理における空気調

和設備等の適切な運用管理手法の研究」は、①空

気環境の調整に関する課題の整理、②基準不適合

率上昇に関する調査と分析、③個別空調方式に特

化した空気環境管理手法、④個別空調方式の行政

指導に資するマニュアル作成の４つの研究部会か

ら構成される。その具体的な研究計画及び方法を

以下に示す。 

B1. 空気環境の調整に関する課題の整理【R2-R3】 

本部会では、空気環境の調整に関する課題を整

理するために、空調機器の現状調査を行い類型化

するとともに、実態に応じた監視指導の課題を明

らかにする。 

B1-1. 空調設備の現状調査 （中野/長谷川/菊田） 

令和２年度は、本研究で対象とする個別空調方

式の整理を行うとともに、空調設備メーカーに対

する空調機器の種類や販売状況および開発動向に

関するヒアリングを行う。令和３年度は、令和２

年度に引き続き、空調設備メーカー調査を行うと

ともに、建築物衛生法の定義を踏まえて、類型化

を行う。 

B1-2. 管理・指導の課題整理 （開原/ビル管/ビ

ルメン/自治体（東京都・福岡等）） 

令和２年度は、空気環境測定業者、管理者、自治

体の立入検査等を行う職員へのヒアリングとアン

ケート調査を行い個別空調に関する行政指導等の

課題を明らかにする。なお、調査にあたっては、日

本建築衛生管理教育センター、全国ビルメンテナ

ンス協会の協力を得る。令和３年度は、令和２年

度に行った自治体調査の中から、立入検査等に同

行し、指導時の課題等の情報を収集するとともに、

提出された設備の変更情報から自治体の個別空調

の普及動向の調査を行う。 

B2. 空気環境不適合率上昇に関する調査と分析

【R2-R4】 

本部会では、空調方式の類型化を踏まえた空気

環境の実態調査を行い、不適合率上昇の機序を解

明する。 

B2-1. 個別空調方式の影響調査（真菌・細菌： 柳、

放射・熱的分布・温熱指標：中野、建物設備・断熱

性能：菊田、数値実験（CFD）：李、維持管理：開

原/長谷川/李） 

令和２年度は、用途や地域性を踏まえるととも

に空調設備方式の違いにより２０件程度を対象に、

中央空調方式と個別空調方式の管理方式および管

理実態の差に関する調査と、空気環境の違いに関

する実測調査（空気環境の管理項目、浮遊真菌・細

菌、PM2.5 等）を行う。実測調査では、空気環境

の時間変動、空間分布を明らかにする。また、実測

調査の結果を利用して、空調方式による時間変動、

空間分布に関するシミュレーションを行う。 

令和３年度は、令和２年度と同様の方法で調査

と測定および分析を継続し、個別空調の普及が基

準不適合率上昇に与えている可能性とその機序を

明らかにする。 

B2-2. 空調設備の地域性と省エネルギーの影響

に関する分析（菊田） 

令和３年度は、令和２年度に行った調査物件の

結果を用いて、地域性の観点から、個別空調方式

を用いた場合の省エネルギー効果に関する分析を

行う。令和４年度は、令和３年度に引き続き、分析

を行う。 

B2-3 基準不適合率上昇に関する分析（林） 
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令和３年度は、個別空調方式に特化した管理手

法や行政指導の改善が不適率改善に与える効果を

推定する。令和４年度は、令和３年度に続き、分析

を行う。 

B3. 個別空調方式に特化した空気環境管理手法の

検討【R3-R4】（柳） 

本部会では、空調設備メーカーの維持管理情報

収集と整理、機器のマニュアル・建物マニュアル

の入手と整理、関連学会の情報整理を行うととも

に、部会①および②の結果を踏まえて、空気環境

の管理手法の案を作成する。 

令和２年度は、部会①の空調設備の類型化と連

携し、空調設備メーカーの個別空調方式に関する

機器の維持管理マニュアルを入手し、その情報を

整理する。令和３年度は、関連の学会情報から、個

別空調方式の管理手法に関する情報を整理する。

令和４年度は、部会①の管理・指導の課題整理と

連携し、個別空調方式に特化した空気環境管理手

法について、管理者用、行政担当者用等のレベル

に分けたマニュアル作成に向けた情報整備を行う。 

B4. 個別空調方式の行政指導等に資するマニュ

アル作成【R4】（全員（とりまとめ開原）） 

本部会では、管理手法、様式の共通化、事例調

査、パターン解析等を踏まえて、個別空調方式の

行政指導に資するマニュアル案の作成を行う。令

和４年度は、部会①～③までの一連の成果を踏ま

えて、個別空調方式の行政指導マニュアル案を作

成し、自治体職員への試行と効果に関するヒアリ

ングを行う。 

 

C．研究結果 

C1．空気環境の調整に関する課題の整理 

個別空調設備に関する現状の把握および課題

抽出を目的とし、個別空調に関わる業種をビル管

理業、設備製造業、総合建設業（設備設計部門）

の 3 つに分け、1 社ずつヒアリング調査を行った。

個別空調方式の管理マニュアルを作成していく

上で、「個別空調方式」という大きな分類のみで

は整理しきれない機器性能や管理実態の差異が

あることが示唆された。組み合わせられている換

気設備や加湿設備の仕様の実態を明らかにし、中

分類を検討することが望ましいと考えられる。 

2017～2020 年の夏季と冬季において、北海道、

東京、埼玉、横浜、名古屋、大阪、福岡にある事務

所建築物 27 件にて行った調査の再分析を行い、空

気環境不適合率上昇における個別空調方式の影響

を調査した。PAC+換気方式は外気の影響を大き

く受け、特に相対湿度は不適合となる範囲まで分

布しやすい傾向にあることがわかった。空気温度

および気流速度については、衛生管理基準の範囲

を超えることはまれであった。ISO17772-1 による

評価結果からは、PAC+換気方式において総合評

価および PMV の評価がカテゴリ I～N/A まで広

く分布していることがわかった。これは、同一空

間内でもインテリアとペリメータの空気温度およ

び平均放射温度の差が大きくなる傾向にあるため

であった。また、冬季の上下温度分布も中央方式

より大きくなりやすいことが確認された。以上を

総合すると、換気を伴う個別空調方式は外気湿度

の影響を受けやすく、同一空間内の高さ方向およ

び水平方向の環境に分布が生じやすいことがわか

った。また、同じ空調方式でも建物による差が生

じやすいと言える。衛生管理において、個別空調

方式では室内環境分布に着目した評価が重要にな

ると考えられる。 

事務所建築物を対象に，空調方式に着目した延

床面積や空調設備，エネルギー消費量等の動向を

把握することを目的とし、一般社団法人 建築設備

技術者協会が提供している，建築設備情報年鑑・

竣工設備データベース「ELPAC」を用いた。これ

は，47 都道府県の建築物の管理者等を対象にアン

ケート用紙を配布して行われた独自調査データで

ある。分析にあたり，非住宅建築物の省エネルギ

ー基準の変遷 2)から竣工年度に基づき，建築物を

1984~1998 年度，1999~2012 年度，2013~2018 年

度の 3 つのグループに分類した。 

各空調方式の延床面積や空調設備，エネルギー

消費量等の動向の把握を行い，以下を把握するこ

とができた。 

 竣工年度が新しくなるにつれて「個別空調方

式」の空調設備を導入する建築物が増加して

いる。 
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 加湿設備は「気化式」のものが大半である。「不

明・なし」の割合が高く，設計時の加湿に対す

る配慮が重要であるといえる。 

 「中央管理方式」を導入している建築物にお

いて，「個別空調方式」「個別空調方式＋中央管

理方式」を導入している建築物よりも年間一

次エネルギー消費量が大きくなる。 

 今後は，件数が増加している「個別空調方式」を

導入している建築物に着目した，室内空気環境や

エネルギー消費量等に関するさらなる分析に取り

組む必要がある。 

C2．空気環境不適合率上昇に関する調査と分析 

建築物衛生法によって管理されない建物も含め

て、平時の事務所ビルにおける室内温湿度の再解

析を行った。約 60 件の事務所ビルの夏期と冬期の

測定結果より、平時の場合、温度は、多くの建物が

建築物衛生法の基準に近い状況にあり、個別の空

調方式を用いている 2,000～3,000 ㎡の中規模ビ

ルや 2,000 ㎡未満の小規模ビルであっても、調整

可能であることが示唆された。一方で、冬期の相

対湿度の結果は、気化式の加湿設備や空調の個別

方式が増えている今般の平時の事務所ビルの低湿

度環境の傾向を示しているといってよい。今後、

感染症対策による個別空調の運用管理手法の変化

も含めて情報整備を進める必要があると思われる。

また、空気環境の調整に関する課題を整理するた

めに、空調機器の現状調査を行い類型化するとと

もに、感染症対策等の緊急時の情報も含めた管理

手法に関する情報の整理が望まれている。 

特定建築物で最も多い事務所ビルに注目して、

衛生環境と健康影響の実態に関する基礎情報を

入手するために、特定建築物に関する行政報告例

の分析、特定建築物及び中規模建築物の空気環境

を中心とした実態調査を行った。山形県から沖縄

県までの全国の事務所 42 件の夏期及び冬期の 5

日間の執務時間帯の室内空気環境測定データを

用いて、室内空気環境の特性、建築物環境衛生管

理基準の適合状況に関する分析を行った結果、以

下の知見を得た。 

 執務時間内の室内空気環境変化については、

冬期の温度、絶対湿度、冬期と夏期の CO2 濃

度に上昇傾向がみられる。 

 事務所ビル毎の温度、湿度、CO2濃度、PMV

概算値については、冬期の温度が高いほど相

対湿度が低い傾向が伺えるとともに、PMV は

温度に依存している。 

 対象全体の不適時間率については、温度は冬

期 1％夏期 26％、相対湿度は冬期 65％夏期

19％、CO2 濃度は冬期 39％夏期 43％であっ

た。 

 行政報告例の不適率と比較すると、中小規模

で個別空調が多い対象では、換気と加湿の制

御が十分ではない場合が多いことが要因とし

て挙げられる。 

C3. 個別空調方式に特化した空気環境管理手法の

検討 

既往研究 1「（建築物環境衛生管理に係る行政監

視等に関する研究，平成 26～28 年度厚生労働科

学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研

究事業））と，既往研究 2「中規模建築物における

衛生管理の実態と特定建築物の適用に関する研究，

平成 29～令和 1 年度厚生労働科学研究費補助金

（健康安全・危機管理対策総合研究事業）」の調査

結果を用い，空調方式別の視点から中央方式空調

システム（中央方式）と個別方式空調システム（個

別方式）を採用した建築物の室内環境を比較した

結果，下記の事柄が分かった。 

 温度：季節と空調方式を問わず，室内温度は

建築物衛生法の管理基準値を満足した。ま

た，個別方式の温度設定が居住者に任せてい

るため，中央方式に比べると冬期に 0.5℃高

く，夏期に 0.4℃低くなっている。 

 相対湿度：夏期では建築物衛生法の管理基準

値を満足したが，冬期では空調方式を問わ

ず，40％を下回った。また，冬期では個別方

式より中央方式の方が 5％程度高かった。 

 CO2濃度：季節を問わず何れの方式において

も，室内濃度の中央値が 1000ppm を下回っ

た。 

 浮遊微生物：季節を問わず室内浮遊細菌濃度
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が建築学会の維持管理基準値の 500cfu/m3を

満足した。また，中央方式に比べ，個別方式

の方が高い値を示した。一方，浮遊真菌につ

いては，夏期の個別方式の室内濃度の中央値

が 50cfu/m3を上回ったが，ほかは当該基準

を満足した。 

 浮遊粒子：季節を問わず，中央方式より個別

方式の室内粒径別浮遊粒子濃度が高い値を示

した。浮遊微生物の測定結果と併せて考える

と，個別方式を採用した室内の粒子状物質の

ろ過性能が劣っている。 

また，個別方式空調と中央方式空調における感

染性エアロゾルに起因する感染リスクの比較を行

った。個別方式空調機のフィルタが標準仕様

（MERV 1）の場合の感染確率は，一般に中性能

フィルタ（MERV12 以上）が備えられる央方式空

調の場合に比べ約 2 倍高くなる。従って，個別方

式の空調機（パッケージエアコン）のフィルタを

中性能（MERV12 以上）にグレードアップするこ

とが望ましい。 

空調方式の違いによる室内環境の違いについ

て，セントラル空調と個別空調を併用した場合、

各空調方式を単体で使用した場合を対象に、

CFD 解析による検討を行った。セントラル空調

と個別空調を併用した場合について解析を行っ

た結果，セントラル空調のみでは吹出口，風向等

の位置関係により温度ムラが生じてしまうが，個

別空調を使用することでこの問題を解消するこ

とが可能である。空調温度設定，風量設定が等し

い場合でも，空調方式の違いによる温度ムラに差

が生じた。セントラル空調のみを使用した場合で

は，気流の滞留などにより温度ムラが生じてしま

い，室内温度分布を一定に保とうと制御をかけて

もある程度の誤差が生じてしまった。これに比べ

て，個別空調を使用することで，熱源の局所排気

などが行われ，居室の利用数が減少した場合でも

室環境の制御が容易になると考えられる。 

 

D．結論 

R2 年度の研究によって、以下の知見が得られた。

個別空調方式の建物や個別空調と中央管理の併用

の建物は、中央管理のみの建物に比べて年間一次

エネルギー消費量が小さくなる傾向がある。これ

は、個別空調方式では、必要な空間のみを空調換

気することが出来ることが要因であると考えられ

る。しかし、個別空調は外気の影響を受けやすく

建物内に環境の差が生じやすいとともに、建物間

の差も生じやすい可能性がある。従って、個別空

調方式の衛生管理において、室内環境の分布や変

化に着目した評価が重要になる。行政報告例の不適

率と比較すると、個別空調方式では、換気と加湿の制

御が十分ではない場合が多く、室内粒径別浮遊粒子

濃度においても高い値を示す場合がある。浮遊微

生物の測定結果と併せて考えると，個別空調を採

用した室内の粒子状物質のろ過性能が劣っている

傾向がある。調査研究を継続し、個別空調の特質

を踏まえた、衛生管理、行政指導に関する効果的

な手法を検討する。 

 

E．研究発表 

１．論文発表 

なし 

 

２．総説 

なし 

 

３．書籍 

なし 

 

４．学会発表 

1) 林 基哉, 小林 健一, 金 勲, 開原 典子,柳 宇, 

鍵 直樹, 東 賢一, 長谷川 兼一, 中野 淳太, 

李 時桓．事務所建築の室内空気環境管理に関

する調査 その 6 冬期及び夏期の室内空気環

境の不適合性．令和 2 年度空気調和・衛生工学

会大会（オンライン）；2020 年 9 月. 令和元年

度空気調和・衛生工学会大会学術講演論文集． 

2) 開原 典子, 金 勲, 小林 健一, 林 基哉, 柳 

宇, 鍵 直樹, 東 賢一, 長谷川 兼一, 中野 淳

太, 李 時桓．事務所建築の室内空気環境管理

に関する調査 その７ 夏期及び冬期の室内

温湿度の実態．令和 2 年度空気調和・衛生工学
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会大会（オンライン）；2020 年 9 月. 令和元年

度空気調和・衛生工学会大会学術講演論文集． 

3) 金 勲, 小林 健一,開原 典子, 柳 宇, 鍵 直樹, 

東 賢一, 長谷川 兼一, 中野 淳太, 李 時桓,

林 基哉．事務所建築の室内空気環境管理に関

する調査 その 8 冷暖房期における二酸化炭

素濃度の連続測定結果．令和 2 年度空気調和・

衛生工学会大会（オンライン）；2020 年 9 月. 

令和元年度空気調和・衛生工学会大会学術講

演論文集． 

4) 中野 淳太, 林 基哉, 小林 健一, 金 勲, 開原 

典子, 柳 宇, 鍵 直樹, 東 賢一, 長谷川 兼一,

李 時桓．事務所建築の室内空気環境管理に関

する調査 その9 建築物衛生法と ISO 17772-

1 による室内温熱環境評価の比較．令和 2 年

度空気調和・衛生工学会大会（オンライン）；

2020 年 9 月. 令和元年度空気調和・衛生工学

会大会学術講演論文集． 

 

F．知的財産権の出願・登録状況（予定含む） 

１．特許取得 

  なし 

 

２．実用新案登録 

  なし 

 

３．その他 

  なし 
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厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

建築物環境衛生管理における空気調和設備等の適切な運用管理手法の研究 

空気環境の調整に関する空調設備の現状調査 

研究分担者  中野  淳太 東海大学 工学部建築学科      准教授 

研究分担者  長谷川 兼一 秋田県立大学 システム科学技術学部 教授 

研究分担者  菊田  弘輝 北海道大学 大学院工学研究院    准教授 

 

研究要旨 

個別空調設備に関する現状の把握および課題抽出を目的とし、個別空調に関わる業種をビル管理

業、設備製造業、総合建設業（設備設計部門）の 3 つに分け、1 社ずつヒアリング調査を行った。個

別空調方式の管理マニュアルを作成していく上で、「個別空調方式」という大きな分類のみでは整理

しきれない機器性能や管理実態の差異があることが示唆された。組み合わせられている換気設備や加

湿設備の仕様の実態を明らかにし、中分類を検討することが望ましいと考えられる。 

各空調方式の延床面積や空調設備，エネルギー消費量等の動向の把握するために，建築設備情報年

鑑・竣工設備データベース「ELPAC」(一般社団法人 建築設備技術者協会)を用いて分析し，以下の

ことがわかった。①建築物の竣工年度が新しくなるにつれて「個別空調方式」の空調設備を導入する

件数が増加している。②加湿方式としては，「気化式」を用いる場合が大半であるが，「不明・なし」

と回答する割合が高く，運用時や設計時において加湿に対する意識が低いことが窺える。③「中央管

理方式」を導入している建築物は，「個別空調方式」「個別空調方式＋中央管理方式」を導入している

建築物よりも年間一次エネルギー消費量が大きくなる傾向がある。 

A．研究目的 

A1．空調設備の現状調査 

 個別空調設備に関する現状の把握および課題抽

出を目的とし、ヒアリング調査を行った。ハード

ウェアとしての設備機器、設備設計および管理の

実態調査に主眼を置くこととした。 

A2．事務所建築の空調設備とエネルギー消費量の

動向分析 

人は、1 日の 9 割の時間を建築物の中で過ごす

といわれる 1)。そのため、不適切な室内環境に滞

在することによる健康への悪影響を防除するため

に、建築物の維持・管理が重要となる。我が国で

は、1970 年に「建築物衛生法」が施行されて以

降、建築物における衛生的な環境の確保が優先事

項とされている。2003 年 4 月には建築物衛生法

関連政省令が一部改正され、滞在者の暴露環境要

因の一つである空気環境において、より一層の管

理が求められるようになった。この改正により、

空調設備において「中央管理方式」を導入してい

る特定建築物のみならず、「個別空調方式」も維

持・管理の対象となった。また、建築物の運用時

のエネルギー消費量の削減を目的として、「建築

物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」

（以下、省エネ法）が制定されている。これらの

法律や関連する政令・告示を基に、建築設備の性

能向上やエネルギー消費量の削減が日々図られて

いる。 

 そこで本研究では、事務所建築物を対象に、空

調方式に着目した延床面積や空調設備、エネルギ
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ー消費量等の動向を把握することを目的としてい

る。 

 

B．研究方法 

B1．空調設備の現状調査 

 個別空調に関わる業種をビル管理業、設備製造

業、総合建設業（設備設計部門）の 3 つに分け、

1 社ずつヒアリング調査を行った。業種ごとに作

成した質問シートを事前に送付し、その内容につ

いて約 1 時間のヒアリングを行った。 

・ビル管理業 A 社：2020 年 10 月 14 日 10:00～ 

・設備製造業 B 社：2020 年 12 月 25 日 09:30～ 

・総合建設業 C 社：2021 年 1 月 12 日 10：30～ 

B2．事務所建築の空調設備とエネルギー消費量の

動向分析 

一般社団法人 建築設備技術者協会が提供して

いる、建築設備情報年鑑・竣工設備データベース

「ELPAC」を用いた。これは、47 都道府県の建

築物の管理者等を対象にアンケート用紙を配布

して行われた独自調査データである。分析にあた

り、非住宅建築物の省エネルギー基準の変遷 2)か

ら竣工年度に基づき、建築物を 1984~1998 年度、

1999~2012 年度、2013~2018 年度の 3 つのグル

ープに分類した。 

 本研究で用いるデータは、空調設備の冷熱源・

温熱源それぞれの主熱源方式が記載されており、

空調方式の分類が可能な 968 件である。表 1 に

地域区分と建物種別、工事種類それぞれで見たデ

ータの内訳を示す。地域区分で見ると関東・中部、  

建物種別では貸しビルが多い。また、工事種類で

は新築の建築物の件数が多くあった。 

 表 2 に空調方式の分類を示す。各建築物の空調

設備の冷熱源、温熱源の主熱源方式のデータに着

目し、厚生労働省が発表している「建築物におけ

る維持管理マニュアル 3)」等を参考に、導入され 

ている空調設備を「個別空調方式」「中央管理方

式」「個別空調方式＋中央管理方式」注)の 3 種類 

に分類した。 

 

表 1 データ内訳 

a)地域区分 

 

b)建物種別 

 

c)工事種類 

 

表 2 空調方式の分類 
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C．研究結果 

C1．空調設備の現状調査 

C1.1．個別空調の管理・設置実態 

（１）関わっている中でもっとも多い空調・換気

方式 

＊ア）中央冷暖房・中央換気方式、イ）個別冷暖

房・中央換気方式、ウ） 個別冷暖房・個別換気方

式（全熱交換器あり）、エ）個別冷暖房・個別換気

方式（全熱交換器なし）の中から選択 

・管理業： イ、ウ 

・製造業： 方式別の出荷台数は不明である。一

般論として、イ、エが多く、エが最もリーズナブ

ルである。ウが省エネや環境管理の面で推奨さ

れる。 

・建設業： 用途によって異なる。 

オフィス－ 大型超高層はアで、1 テナント 1

空調機になる。中小規模はイウで、2000 年代か

ら 1 テナント 1 外気処理パッケージとすること

が多い。搬送動力削減のため、個別分散外調機

とする。加湿機能は、全熱交換器に持たせる。直

膨コイル付き全熱交換器は冷暖可能で、浸透膜

式（気化式）加湿機能を有する。 

商業－ 百貨店はアで中央式オールダクトとす

る。大規模モールはイで、セントラルの外調機

を採用する。中規模施設もイ。 

都市部を中心に、申請時の図面審査が厳密化

しており、加湿要件を満たす設計が前提となっ

ている。地方では全熱交換器にコイルを持たせ

ず、形だけの気化式加湿とする場合もある。 

（２）空調・換気方式別の割合と地域特性 

・管理業： 東京都 23 区内の地域冷暖房のあるエ

リアではアが多く、外資系テナントはアとイが

多い。アは古い建物に多く、温度ムラが問題と

なりやすい。エは昔多かったタイプである。外

資系企業は 1 年を通じて冷房の需要が高く、特

に地域冷暖房のエリアでは個別のパッケージ空

調を追加している。 

・製造業： 東北以北は、寒冷地対応が必要にな

る。沖縄では湿度管理が課題となる。 

・建設業： 主に北海道や日本海側の寒冷地で対

応が必要になる。暖房はセントラル式（ガス熱

源の温水）が基本となる。寒冷地でも空冷 HP の

個別空調が増えている。海の側では塩害対策が

必要となり、室外機は耐塩仕様を選択する。セ

ントラル式では除塩フィルタ（中性能）を使用

するが、個別空調は危機寿命と共に交換する。 

C1.2．室内循環機について 

（１）フィルタの種類 

＊ア）粗じん用フィルタ（標準仕様）、イ）粗じん

用フィルタ（標準仕様）＋中性能フィルタ（オプシ

ョン） 

・管理業： イが多い。中性能フィルタは、比色法

で 60～65％を目安に交換している。粗じん用フ

ィルタの洗浄頻度は、平均すると年 4 回程度で

ある（契約形態にもよる）。中性能フィルタの交

換頻度は、差圧で判断するが、年 1 回程度が多

い（契約形態にもよる）。 

・建設業： イが多く、C 社では外気処理側にイ

が標準で入っている。病院は中高性能を使用。

室内側にフィルタを入れる設計としても、入ら

ないことが多い。コロナ禍で、室内機に中性能

（高性能型）フィルタを入れて欲しいとの要望

が増えた。 

（２）室内機の運転管理 

・管理業： 中央方式は中央管理、個別方式は居

住者に任せている。中央式の場合、室温やペリ

メータとインテリアの温度不均一に関する苦情

が多い。居住者が室温調節できる個別空調では、

クレームはない。入居時にレイアウトを確認し、

間仕切り壁などで温度分布が生じる場合はパッ

ケージの増設などをアドバイスしている。冷暖

房フリー（同時運転可能）の要望が高い。新型コ

ロナ感染症を契機に、相対湿度 40％以上とする

ニーズが多い。階別では、複合ビルの低層階の

CO2 濃度が低く、高層階が高い。 

・建設業： 中央方式は中央管理、個別方式は居

住者に任せている。外気処理パッケージは不感

帯があり、15-19℃の外気はそのまま入ってきて

しまう。（梅雨時期の高さ、冬場の低さ）。梅雨は

湿度の高い外気、冬（3-4 月）は乾燥した暖かい

空気となり、湿度の苦情が多い。冬季に湿度を

上げてカーテンウォールで結露することもある。 
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（３）COVID-19 の影響 

・管理業： 建築基準法に基づいた設計物件が多

い（20 m3/h）ため、厚生労働省が推奨している

30 m3/h に引き上げるリクエストがある。既存

設備では対応が難しい。捕集性能の高いフィル

タ性能による対応や、外付けの UV 殺菌の導入

に積極的である。テナント側から空気環境測定

結果の開示を求められることが増えてきている。 

・建設業： オフィスでは換気量増加の要望があ

り、手動設定で運用している。施工中の建築物

では、コロナ対策モードで運転できるようにプ

レ換気とクリーンナップ換気モードを追加して

いる。映画館のルーフトップパッケージに紫外

線殺菌を搭載する例もある。オフィスでの紫外

線殺菌機能はまだ事例がない。 

C1.3．全熱交換器について 

・管理業： 主に粗じん用フィルタを採用し、年 4

回程度の洗浄をしている。中間期は、停止して

いる場合とバイパス運転を行っている場合があ

る。テナントが入居する際に、停止させると外

気導入ができなくなることを指導しているが、

夏期や冬期に給気にあたると不快を感じ、止め

てしまうケースがある。また、利用者がモード

の違いを理解していないことが多く、夏や冬に

は全熱交換モード、春秋は換気モードにするよ

う依頼している。 

・建設業： 中間期はバイパス運転をしている。

フィルタを通しているため、花粉や PM2.5 は除

去している。 

C1.3．ビル管理業への追加ヒアリング項目 

（１）空調換気方式による維持管理の手間の差 

中央方式は機械室でできるので、メンテしやす

い。個別方式はテナントに入りづらく、また数が

多く分散しているため、メンテに手間がかかる。

テナント立ち会いになるため、スケジュール調整

が困難である。また、現場で清掃ができないため、

予備フィルタと交換して別の場所で清掃するなど

が必要となる。 

人のいる時間帯に空気環境測定を行うことを伝

えており、不在時調査の要望は受けていない。 

（２）空調換気方式による空気環境基準適合状況 

方式別による差はない。むしろ、運用によって

差が生じる。AHU の場合、VAV 制御時に湿度制御

が難しい。 

低層階が飲食店の場合、加湿不足になりやすい。

上層階は、CO2 が不適合になりやすい。 

空気環境測定も行っているため、不具合がある

場合はオーナーや居住者にアドバイスをしている。

暖房時に最高設定温度になっていることはないが、

冷房時に 18℃設定になっており、結露が生じてい

る場合などはアドバイスをしている。 

（３）マニュアルについて 

維持管理について、独自のマニュアルを使用し

ている。厚生労働省関連のマニュアルや通達を必

ず確認し、自社のマニュアルを反映している。ま

た、空気調和・衛生工学会の関連資料を参考にし

ている。 

ドレンパンについて、実現可能な管理方法を示

してほしい。また、高齢者にもわかりやすいマニ

ュアルがのぞまれる。文書ばかりではなく、絵解

きや動画像などがあるとよい。 

（４）個別空調の増加に伴う変化 

機器が分散されており、天井裏に設置されてい

るため、点検が煩雑になっている。また、加湿不足

に関する相談が増えている。 

間仕切りされた空間で、同系統の冷暖房フリー

に関する要望がある。 

C1.4．設備製造業への追加ヒアリング項目 

（１）湿度管理の技術動向 

家庭用エアコンには湿度センサが搭載されてい

るが、VRF にはない。湿度制御は成り行きとなっ

ている。コロナの影響もあり、調湿製品をアピー

ルしていく計画である。現状は気化式が多い。住

宅内ではセントラル空調に、事務所建築では各部

屋の端末に加湿ユニットを設置する。 

給水は、水道水直結であり、タンクに少しずつ

ためて行う。定期的に排水し、水がたまる期間を

最長でも 24 時間として細菌対策をしている。 

遠心破砕加湿方式は、風呂での温水ミスト技術

を応用したものである。遠心力で水を微粒子にし、

空気を昇温させることで加湿している。回転数で

湿度の制御も可能である。 
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（２）換気機能の技術動向 

在室状況に応じて換気量を選択できるオンデマ

ンド換気機能を搭載した製品を計画している。 

（３）空気清浄・除菌機能の技術動向 

空気清浄機能は、製品の設計要素に入ってない。

対応が必要となるのは、外気の粉塵濃度が高い場

所のみで、通常の建物は需要がない。除菌機能は

今後の製品で考えている。 

（４）不均一温熱環境への対策 

VRF の製品設計で対応することはない。吹き出

し気流が 5m まで到達する商品はあるが、それよ

りも天井が高い場合は、別の空調方式の検討が必

要になる。 

（５）制御手法（個別制御、グループ制御）の動向 

個別もグループも可能である。機器寿命延命の

ためのローテーション制御もある。 

位置情報検知や CO2 モニタリングと組み合わ

せた制御技術を開発している。 

（６）省エネルギー対策 

APF を向上させるため、熱交換器やモーターの

高効率化などが地道に行われている。換気との組

み合わせが重要である。 

（７）メンテナンス 

IoT による故障検知機能は、モデルチェンジの

度に地道なアップデートを行っている。 

ドレンパンやタンクの点検のしやすさに関して

は、特に改良は行われていない。 

（８）ユーザーからの要望 

室外機のコンパクト化に対する要望が高い。小

ささのため、上吹室外機よりもから横吹室外機が

望まれる。 

C1.5．総合建設業への追加ヒアリング項目 

（１）湿度管理における設計上の工夫 

・中央方式：テナントごとに代表湿度計（天井面

or レタンダクト）があり、全体で制御している。

エリアごとではない。小部屋（VIP）は、個別に

ウェットマスターなどを設置している。 

・個別方式： 直膨コイル外調機を採用し、暖房

時に加湿二方弁を制御して加湿している。都内

の物件では、外調機を使用しないものはない。 

・個別空調機は湿度がのりにくいため、標準機能

だけでは不足する。カタログ値としての加湿能

力はあるが、実際は飽和効率が変わる。空気を

加熱していない場合、室温は満足できても加湿

が不十分となる。この状態の運転時間が長い。

個別にウェットマスターを追加し、自然室温の

空気でも加湿できるようにしている。 

・個別空調機でも建物が大型化している。大型ビ

ルのブースター加湿器は 10 件中 1 件のみであ

る。 

（２）別システム換気設備と組み合わせる時の工

夫 

・セントラル方式では、飽和効率の高い加湿器を

2 段持って、段数制御を行う。ピークの効率だけ

で運転すると水を流しっぱなしになってしまう

ため、段数制御で部分負荷に対応している。

2000 年代から、大手設計事務所で採用されるよ

うになっている。 

（３）不均一温熱環境への対策 

システムアネモは拡散性が良いが、天井カセッ

ト式は、対応できないと割り切っている。 

ペリメータにはブリーズライン吹き出し口を採

用し、ブラインドが揺れないように、冷房時と暖

房時の気流到達距離を調整している。 

吹き抜けは、床吹き出し方法や床暖房など、別

方式を検討する。 

（４）制御仕様のパターン 

外気処理と室内負荷処理で分けており、外気処

理はエンドユーザーに触らせない。室内は、リモ

コンセンサをエンドユーザーに解放している。占

有部出入り口に制御パネルを設置する場合や、ス

マホ操作で制御できるものもある。 

直膨全熱交換器のリモコンは給気温度表示のた

め、室温表示と間違えやすい。換気を切ってしま

う場合もあるため、ビル管理者が操作する。機械

警備と連動させたタイムスケジュールとすること

もある。管理技術者がおらず、全熱交換器機能の

みの場合は、シール等で指示しつつ解放している。 
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C2．事務所建築の空調設備とエネルギー消費量の

動向分析 

C2.1．空調方式の動向 

図 1 に空調方式の動向を示す。1984~1998 年

度に竣工した建築物は「中央管理方式」が導入さ

れている割合が高いが、竣工年度が新しくなるに

つれてその割合は減少していった。「個別空調方

式」「個別空調方式＋中央管理方式」を導入して

いる建築物の割合は、竣工年度が新しくなるにつ

れて増加している。 

C2.2．延床面積・空調機械室合計面積の動向 

図 2 に延床面積・空調機械室合計面積の動向を

示す。「個別空調方式」を導入している建築物の

多くが、事務所建築の特定建築物の要件である延

床面積 3,000m2を超過しており、竣工年度が新し

くなるにつれ、より大きな延床面積の建築物でも

「個別空調方式」が導入されるようになっている。

空調機械室合計面積に関しては、年度が新しくな

るにつれて減少傾向にある。「中央管理方式」「個

別空調方式＋中央管理方式」は、「個別空調方式」

を導入している建築物よりも大きな延床面積の

建築物を中心に導入され、空調機械室合計面積は

年々大きくなっている。 

C2.3．加湿方式の動向 

図 3 にペリメータゾーン・インテリアゾーンそ

れぞれの加湿方式の動向を示す。すべての空調方

式、竣工年度の建物においても「気化式」の加湿

設備が大半を占めている。データの記載が無く

「不明・なし」とした割合は、ペリメータゾーン

において半分以上、インテリアゾーンでは

11.5~55.5%の割合を占めている。これら全てを

加湿設備が導入されていない「なし」とみなした

場合、冬期の低湿度環境の要因となっている可能

性が考えられる。また、設計時における加湿に対

する配慮が重要であるといえる。 

C2.4．外気供給関連の動向 

図 4 にペリメータゾーン・インテリアゾーンそ

れぞれの外気供給方式、図 5 に外気処理フィルタ

ーの動向を示す。外気供給方式において、「個別

空調方式」で「個別（全熱交換器付き）」、「中央管

理方式」では「空調機混合処理（各階毎）」、「個別

空調方式＋中央管理方式」では「外調機（各階毎）」

の割合が高い。外気処理フィルターにおいては、

「個別空調方式」で「粗塵のみ」、「中央管理方式」

では「中性能（比色法 50~80%）」、「個別空調方式

＋中央管理方式」では「粗塵のみ」の割合が高く

なった。「中央管理方式」のデータに着目すると、

「中性能（比色法 50~80%）」の割合はペリメー

タゾーンよりもインテリアゾーンにおけるデー

タの方が年度を問わず高く、「粗塵のみ」の割合

は低くなっている。 

図 6 に竣工年度別に、インテリアゾーンにおけ

る延床面積と外気供給割合の関係を示す。多くは

外気供給割合が 10~40%となり、100%に近い建

築物もあった。外気供給割合が 100％に近いデー

タを除くと、「中央管理方式」において 40%を超

過するデータが比較的多く見られた。また、延床

面積との明確な関係、竣工年度ごとの特徴も見ら

れなかった。 

C2.5．エネルギー消費量の動向 

 図 7 に空調方式別に、延床面積と年間一次エネ

ルギー消費量の関係を、図 8 に空調方式ごとの詳

細を示す。分析に用いた年間一次エネルギー消費

量は、建築物全体で年間に消費されたものである。

すべての空調方式のデータにおいて強い正の相

関がみられ、延床面積が大きい建築物ほど多くの

エネルギーを消費している結果となった。同規模

の建築物のデータに着目すると、「中央管理方式」

を導入している建築物のエネルギー消費量が「個

別空調方式」「個別空調方式＋中央管理方式」を

導入している建築物のものよりも大きくなる傾

向が把握できた。 

 また、空調方式ごとの詳細を見ると、同規模で

も竣工年度が新しい建築物ほどエネルギー消費

量が小さくなる傾向が把握できた。 

 

図 1 空調方式の動向 
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a)延床面積 

 

b)空調機械室合計面積 

 

図 2 延床面積・空調機械室合計面積の動向 

 

a)ペリメータゾーン 

 

b)インテリアゾーン 

 
図 3 加湿設備の動向 

 

 

 

a)ペリメータゾーン 

 

b)インテリアゾーン 

 

図 4 外気供給方式の動向 

 

a)ペリメータゾーン 

 

b)インテリアゾーン 

 

図 5 外気処理フィルターの動向 
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a)「個別空調方式」 

 

b)「中央管理方式」 

 

c)「個別空調方式+中央管理方式」 

 

図 6 外気供給割合の動向(インテリアゾーン) 

 

図 7 年間一次エネルギー消費量の動向(全体) 

a)「個別空調方式」 

 

b)「中央管理方式」 

 

c)「個別空調方式+中央管理方式」 

 

図 8 年間一次エネルギー消費量の動向(詳細) 
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D．考察 

D1．空調設備の現状調査 

 総合建設業の C 社は大手 5 社の一つであり、手

がけている建築物は比較的グレードの高いもので

ある。個別空調方式でも必ず外調機や全熱交換器

に加湿機能を付加するなど、空気環境管理基準を

満たす設計がなされている。また、設備製造業の

最新技術動向において、加湿機能を強化させた製

品も出てきている。 

一方で、様々なグレードの建物を扱うビル管理

業のヒアリングからは、建物による空調設備仕様

や運用実態の違いが見えてくる。また。2017～

2020 年度に行った中規模ビルの実態調査では、個

別空調方式で全熱交換器を介さない換気と組み合

わせている建築物も少なからず見られた。 

「個別空調方式」という大きな分類の中にも、

組み合わせられている換気設備や加湿設備の仕様

によって、衛生管理の状況は大きく変わると考え

られる。 

 

E．結論 

 個別空調方式の管理マニュアルを作成していく

上で、「個別空調方式」という大きな分類のみでは

整理しきれない機器性能や管理実態の差異がある

ことが示唆された。組み合わせられている換気設

備や加湿設備の仕様の実態を明らかにし、中分類

を検討することが望ましいと考えられる。 

 各空調方式の延床面積や空調設備、エネルギー

消費量等の動向の把握を行い、以下を把握するこ

とができた。①竣工年度が新しくなるにつれて「個

別空調方式」の空調設備を導入する建築物が増加

している。②加湿方式は「気化式」のものが大半で

ある。「不明・なし」の割合が高く、運用時や設計

時の加湿に対する意識が低いことが窺える。③「中

央管理方式」を導入している建築物は、「個別空調

方式」「個別空調方式＋中央管理方式」を導入して

いる建築物よりも年間一次エネルギー消費量が大

きくなる傾向がある。今後は、件数が増加してい

る「個別空調方式」を導入している建築物に着目

した、室内空気環境やエネルギー消費量等に関す

るさらなる分析に取り組む必要がある。 

＜注釈＞ 

注）「個別空調方式」は、中央熱源を持たずに熱源

と空気調和機とが一体となっているか、室内

ユニットと熱源ユニットが冷媒配管で接続

されているかのいずれかの場合で、各々の機

器単体での運転制御が可能な方式とされて

いる。「中央管理方式」は、各居室に供給する

空気を中央管理室等で一元的に制御可能な

方式である。「個別空調方式＋中央管理方式」

は、「個別空調方式」と「中央管理方式」を併

用している場合の空調方式を指す。 

 

F．研究発表 
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厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

建築物環境衛生管理における空気調和設備等の適切な運用管理手法の研究 

空気環境不適合率上昇に関する事務所建築の調査と分析 

研究分担者  開原 典子  国立保健医療科学院 生活環境研究部      主任研究官 

研究分担者  柳  宇   工学院大学 建築学部             教授 

研究分担者  中野 淳太  東海大学 工学部建築学科           准教授 

研究分担者  李  時桓  信州大学 学術研究院工学系          助教 

研究分担者  長谷川兼一  秋田県立大学システム 科学技術学部      教授 

研究分担者  菊田 弘輝  北海道大学 大学院工学研究院         准教授 

研究代表者  林  基哉  北海道大学 大学院工学研究院         教授 

研究協力者  金  勲   国立保健医療科学院 生活環境研究部      上席主任研究官 

研究協力者  鍵  直樹  東京工業大学 環境・社会理工学院       教授 

研究協力者  東  賢一  近畿大学 医学部               准教授 

研究協力者  小林 健一  国立保健医療科学院 医療・福祉サービス研究部 上席主任研究官 

 

研究要旨 

建築物衛生法によって管理されない建物も含めて、平時の事務所ビルにおける室内温湿度の再解析

を行った。約 60 件の事務所ビルの夏期と冬期の測定結果より、平時の場合、温度は、多くの建物が

建築物衛生法の基準に近い状況にあり、個別の空調方式を用いている 2,000～3,000 ㎡の中規模ビル

や 2,000 ㎡未満の小規模ビルであっても、調整可能であることが示唆された。一方で、冬期の相対湿

度の結果は、気化式の加湿設備や空調の個別方式が増えている今般の平時の事務所ビルの低湿度環境

の傾向を示しているといってよい。今後、感染症対策による個別空調の運用管理手法の変化も含めて

情報整備を進める必要があると思われる。また、空気環境の調整に関する課題を整理するために、空

調機器の現状調査を行い類型化するとともに、感染症対策等の緊急時の情報も含めた管理手法に関す

る情報の整理が望まれている。 

A．研究目的 

 個別空調の急速な普及に伴い、効果的な指導助

言に資する運用管理手法の情報は不足しているこ

とから、本研究部会では、空調方式の類型化を踏

まえた空気環境の実態調査を行い、不適合率上昇

の機序を解明することを目指している。具体的に

は、不適率上昇に関する調査により個別空調方式

の管理方式や管理実態及び室内環境の差を明らか

にすることで、不適率上昇の分析を行い、これら

の結果を個別空調方式に特化した空気環境管理手

法の確立や管理手法に基づいた行政指導等を行う

際のマニュアル作成のための礎とする。 

A1．事務所建築の室内温湿度１） 

 これまでに、約 40 件の事務所ビルの夏期と冬期

の温湿度を調査した結果２）から、建築物衛生法に

よって管理されない建物において、温度は夏期お

よび冬期ともに概ね基準に近い状況で良好に管理
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されていること、相対湿度は冬期に基準を下回り

その管理と運用に課題があることを示している。

調査物件を約 20 件追加し、室内温湿度の特性の分

析に資するデータを整備することを目的としてい

る。 

 

A2．空調換気設備と維持管理 

 A1 により調査を行った事務所建築を対象に、

空調換気設備と維持管理に管理の状況を把握する

ことを目的としている。 

 

B．研究方法 

B1．事務所建築の室内温湿度１） 

 建物の室内の温度、相対湿度、CO2（T&D 社、

CO2 Recorder Tr-76Ui を使用）について、5 分間

隔で 2 週間の測定を夏期と冬期に行った（本報告

では温度及び湿度について報告する）。測定機器は、

設置に関する注意事項をあらかじめ教示した上で、

机や棚の上に任意で設置し、建物につき 1 台とし

た。結果の分析には、得られた測定データを空調

設備が稼働していると思われる日の 9時～17時ま

でを 5 日分用いた。建物の概要については、建築

物の管理者または事務所の責任者に対して、主た

る用途、延べ床面積、階数、竣工年、所在地、使用

形態、周辺環境、設備等を質問紙調査により回答

を得ている。測定は、2019 年 8 月から 9 月と 2020

年 1 月から 2 月に行われたものであり、その結果

を再分析している。 

B2．空調換気設備と維持管理 

 公益社団法人全国ビルメンテナンス協会の協

力の下、令和 2 年度までに、「特定建築物及び中

規模建築物における室内環境と建築物利用者の

健康に関する調査」注１）において、「温度・湿度・

CO2 測定（1 台設置）」を実施した会員企業を対

象として建物の空調設備と維持管理に関する質

問紙調査を行った。 

 以下に質問項目を示す。 
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C．研究結果 

C1．事務所建築の室内温湿度１） 

（１）分析対象建物 

 調査建物は、表 1 に示す 23 件（建物 1 と建物

2 は同一のため）であった。本報告では、事務所

ビルのみ 18 件を分析対象とする。建物 2、5、7、

13、22、23 は、図に結果を示すものの、本報の

分析対象から除く。なお、夏期について建物 12、

15、18、24、冬期について建物 5 と 16 が欠測で

あった。調査建物の所在地は、北海道、福島県、

埼玉県、東京都など、14 都道府県であった。これ

らの建物の多くは、省エネルギー基準の地域区分

の 6 地域に属する。調査建物には、建築物衛生法

によって管理されない 2,000 ㎡以上 3,000 ㎡未

満の中規模建築物（4 件）と 2,000 ㎡未満の小規

模建築物（9 件）を含んでいる（特定建築物は、

建物 4、11、15、17、21～23 である。うち、分

析対象は 5 件）。これらの建物の空調のほとんど

は、個別方式であった。竣工年について、無回答

もあるものの 1960 年代から 2010 年代までを含

んでおり、1990年代のものが約3割、次いで 1980

年代、2000 年代、2010 年代のものがそれぞれ約

1 割であった。使用形態としては、自社使用約 6

割、テナントビル約 4 割であった。 

（２）室内温湿度の概況 

 図 1 に、空調が稼働していると思われる日の 9

時から 17 時までの 5 日間の温湿度の平均値を建

物ごとに、既報２）の測定結果と合わせて示す。図

中の凡例は、四角印が夏期、丸印が冬期を示し、そ

れぞれ塗りつぶしのないものが既報２）のデータを

示している。絶対湿度は、測定値をもとに Goff-

Gratch の式より算出している。図より、本報告の

対象物件の 9 時から 17 時までの 5 日間の平均値

は、既報２）と同様に、温度について夏期および冬

期ともに概ね基準に近い状況で良好に管理されて

いるものの、相対湿度について冬期に基準を下回

るという傾向を示している。 

（３）夏期の室内温湿度 

 図 2～4（図中 a））に、夏期における 9 時から

17 時の室内の温度・湿度（相対湿度と絶対湿度）

の結果を建物ごとに示す。図中のボックス部は下

から 1/4 分位点、3/4 分位点を示し、最上及び最下

の線は最大最小値、○印は平均値を示している。

各建物の室内温度の平均値は、約 24℃～約 29℃

であった。建物 13 は特定建築物ではないものの、

ほとんどの測定値が 28℃以上となっており、省エ

ネルギーの観点から、高めの温度で運用している

可能性がある。また、これらの建物について、建築

物衛生法の空気環境基準３）を用い、9 時から 17 時

までの 5 日間の総測定数に対する適合しない測定

値の割合（以降、この報において不適合率という）

を算出したところ、建物 13 以外の建物は、ほぼす

べての時間において、建築物衛生法の空気環境基

準３）に近い状況で管理されている（表 2）。一方、

各建物の相対湿度の平均値は、約 50％～約 60％

であった。温度と同様に相対湿度の基準を用いて、

9時から 17時までの 5日間の総測定数に対する不

適合率を算出したところ、特定建築物以外の建物

も含まれているにもかかわらず、建物 4 と 14 以

外は、ほぼすべての時間において建築物衛生法の

空気環境基準３）に近い状況で管理されている（表

2）。このように、夏期については、温湿度ともに

建築物衛生法の基準の範囲に近い状況で管理され

ていることがわかる。 

（４）冬期の室内温湿度 

 図 2～4（図中 b））に、冬期における 9 時から

17 時の室内の温度・湿度（相対湿度と絶対湿度）

について、夏期と同様に結果を建物ごとに示す。

各建物の室内温度の平均値は、約 20℃～約 26℃

であった。夏期と同様に 9 時から 17 時までの 5 日

間の総測定数に対する温度の不適合率を算出した

ところ、建物 6 と 11 以外の建物は、ほぼすべての

時間において、建築物衛生法の空気環境基準３）に

近い状況で管理されている（表 2）。一方、各建物

の相対湿度の平均値は、約 25％～約 53％であっ

た。こちらも夏期と同様に 9 時から 17 時までの 5

日間の総測定数に対する相対湿度の不適合率を算

出したところ、8 割以上の不適の時間のある建物

が 9 件（建物 1、3、4、6、11、14、15、18、20

（建物1と建物２は同一、建物23は参考のため））

であった（表 2）。また、同様に、5 割以上の不適

の時間のある建物まで含めると 12 件となり、調 
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  表 1 建物概要 
建物
No.

所在地
（都道府県）

省エネ区分
竣工年月

（西暦年）
延床面積 地上階 地階 使用形態 空調方式

1 北海道 2 2010年代 2,000㎡未満 2 1 自社使用 中央・個別併用方式

2 北海道 2 2010年代 2,000㎡未満 2 1 自社使用 中央・個別併用方式

3 北海道 2 1990年代 2,000㎡未満 3 1 自社使用 個別方式

4 福島県 5 1970年代 5,000～10,000㎡未満 7 1 テナントビル（貸しビル） 個別方式

5 埼玉県 6 1960年代 2,000㎡未満 4 1 テナントビル（貸しビル） 個別方式

6 埼玉県 6 2000年代 2,000㎡未満 4 1 自社使用 個別方式

7 埼玉県 6 1990年代  2,000～3,000㎡未満 7 1 テナントビル（貸しビル） 個別方式

8 東京都 6 1970年代  2,000～3,000㎡未満 9 1 テナントビル（貸しビル） 個別方式

9 東京都 6 1980年代  2,000～3,000㎡未満 6 1 テナントビル（貸しビル） 個別方式

10 東京都 6 無回答  2,000～3,000㎡未満 3 1 自社使用 個別方式

11 東京都 6 無回答 3,000～5,000㎡未満 7 2 テナントビル（貸しビル） 中央・個別併用方式

12 神奈川県 6 2000年代 2,000㎡未満 11 1 自社使用 個別方式

13 神奈川県 6 1990年代 2,000㎡未満 4 1 自社使用 個別方式

14 富山県 5 2010年代 2,000㎡未満 3 1 自社使用 個別方式

15 岐阜県 6 1970年代 5,000～10,000㎡未満 9 1 テナントビル（貸しビル） 中央方式

16 愛知県 6 1980年代 2,000㎡未満 3 1 自社使用 個別方式

17 兵庫県 6 1990年代 10,000～50,000㎡未満 10 2 テナントビル（貸しビル） 個別方式

18 鳥取県 6 1990年代 2,000㎡未満 2 1 自社使用 個別方式

19 福岡県 6 1990年代 2,000㎡未満 1 1 自社使用 個別方式

20 福岡県 7 無回答  2,000～3,000㎡未満 3 2 テナントビル（貸しビル） 個別方式

21 福岡県 7 無回答 5,000～10,000㎡未満 8 1 テナントビル（貸しビル） 個別方式

22 熊本県 7 1990年代 5,000～10,000㎡未満 5 2 その他 中央・個別併用方式

23 鹿児島県 7 1990年代 5,000～10,000㎡未満 12 1 テナントビル（貸しビル） 個別方式

24 沖縄県 8 1990年代 2,000㎡未満 2 1 自社使用 個別方式

用途について、建物22はその他、建物23は「旅館・ホテル」、それ以外の建物は「事務所」である。建物4, 11, 15, 17, 21～23は特定

建築物である。なお、建物5, 7, 13は既報
１）

において報告しているため、分析対象から除く。
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四角印：夏期の場合 
丸 印：冬期の場合 
うち、塗りつぶしていない凡例

は、既報
１）

のデータである 

図 1 室内温湿度の概況（9 時から 17 時まで, 5 日間の平均値） 
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a）夏期の場合 

a）夏期の場合 

a）夏期の場合 

b）冬期の場合 

b）冬期の場合 

b）冬期の場合 

図 2 温度 

図 3 相対湿度 

図 4 絶対湿度 

17℃未満 28℃を超える 17℃未満 28℃を超える 40％未満 70％を超える 40％未満 70％を超える
1 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 94.8% 0.0%
2 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 82.9% 0.0%
3 0.0% 0.0% 0.0% 0.6% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%
4 0.0% 0.0% 1.7% 0.0% 28.5% 0.0% 84.0% 0.0%
5 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
6 0.0% 0.0% 12.7% 0.0% 0.0% 0.0% 80.0% 0.0%
7 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 78.3% 0.0%
8 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 71.9% 0.0%
9 0.0% 0.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 45.6% 0.0%
10 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.6% 36.9% 0.0%
11 0.0% 0.0% 0.0% 4.6% 0.0% 0.0% 97.1% 0.0%
12 0.0% 0.0% 67.9% 0.0%
13 0.0% 99.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 4.6% 0.0%
14 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 40.6% 100.0% 0.0%
15 0.0% 0.0% 98.3% 0.0%
16 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
17 0.0% 4.6% 0.0% 0.0% 0.8% 0.0% 46.5% 0.0%
18 0.0% 0.0% 98.5% 0.0%
19 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 19.6% 67.9% 0.0%
20 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%
21 0.0% 2.5% 0.0% 0.0% 0.0% 5.6% 30.8% 0.0%
22 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 74.2% 0.0%
23 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 84.4% 0.0%
24 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

- -

- -

- -

- -
- -

- -

建物

No.

温度 相対湿度

夏期 冬期 夏期 冬期

表 2 総測定数に対する建築物衛生法の空気環境基準
２）

に適合しない測定値の割合（建物 2、5、7、13、22、23 は分

析対象外, “－”は欠測） 
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査物件の半数以上となる。これらの建物では、執

務時間の半分以上を相対湿度 40%以下の環境で過

ごしていることになる。既報１）においても冬期

の相対湿度の管理に課題があることがわかってい

るものの、本調査対象においても同様に冬期の湿

度管理に課題があることが示された。このように、

冬期については、温度は比較的建築物衛生法の空

気環境基準３）に近い状況で管理されているものの、

湿度の管理にはいくつかの課題がみられる。 

 

C2．空調換気設備と維持管理 

 調査は 2021 年 2 月から 3 月にかけて 55 件の

企業に対し実施された。調査対象室は、前回まで

に調査を行った場所と同じであるという回答を

得ている。各質問に対する回答は、以下の通りで

あった。 

 図 5 に調査対象室の床面積の回答を示す。対象

の 42％（23 件）が 100 ㎡未満、100 ㎡以上 200

㎡未満が 25％（14 件）、200 ㎡以上 300 ㎡未満

が 16％（9 件）、300 ㎡以上が 11％（6 件）、無回

答が 6％（3 件）という内訳であった。 

 図 6 にコロナ前後の在室人数の回答を示す。コ

ロナ前より在室人数が減っている 35％、同じ

65％であった。 

 図 7 に対象室の空調方式の回答を示す。個別方

式が 73％と最も多く、次いで、中央・個別併用方

式 11％、中央方式 7％の順であった。 

 図 8 に対象室の温度設定値の回答を示す。設定

値としては、24℃以上 25℃未満が 23％（12 件）

と最も多く、次いで、25℃以上 26℃未満 19％、

22℃以上 23℃未満・23℃以上 24℃未満・26℃以

上 27℃未満がそれぞれ 10%等の順であった。 

 図 9 に対象室の湿度設定値の回答を示す。不明

や無回答を合わせると 70％（36 件）となり、湿

度の管理状態を把握していないと思われる。設定

値を把握している場合にも、40%以上 50%未満お

よび 50%以上 60%未満がそれぞれ 10％（5 件）、

40%未満 6％（3 件）、60%以上 2%（1 件）であ

った。 

 図 10 に対象室で操作可能な空調に関する設定

の回答（複数回答）を示す。最も多いのは、モー 

図 5 対象室の床面積 

 

ド設定（自動・暖房・冷房・送風）33％（44 件）、

次いで、温度設定 32%（43 件）、風量設定 29%

（39 件）の順であった。湿度設定について、4％

（5件）が室内で操作可能であると回答している。 

 図 11 に対象室の空調制御に関する回答を示す。

最も多いのは個別制御 72％（42 件）であった。

わからないという回答もみうけられるものの、グ

ループ制御やパターン制御を行っている場合が

含まれている。 

 図 12 に対象室の換気設備の回答を示す。最も

多いのは第 1 種換気 35％（19 件）、次いで、第 3

種換気 22％（12 件）、第 2 種換気 7％（4 件）で

あった。わからないとの回答も 27％（15 件）あ

る。図には示さないものの、換気量について、CO2

制御していると回答の対象室も 4 件含まれてい

た。このように、どのような仕組みで換気量が設

定されているのかわかっているという回答があ

る一方で、わからないという回答も 40 件あった。 

 図 13 に対象室の熱回収の有無の回答を示す。

熱回収が無いとの回答が 34％（19 件）、有るとの

回答が 24％（13 件）、わからないとの回答が 40％

（22 件）であった。 

 図 14 に加湿装置等の設置状況（複数回答）の

回答を示す。加湿設備等が無いが 27％（17 件）、

空調設備組み込みが 16％（10 件）、ポータブル加

湿器 52％（32 件）であった。 

 

100㎡未満, 23, 

42%

100㎡以上200㎡未

満, 14, 25%

200㎡以上300㎡未

満, 9, 16%

300㎡以上, 

6, 11%

無回答, 

3, 6%

n=55
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図 7 対象室の空調方式 

図 8 対象室の温度設定値 

図 9 対象室の湿度設定値 

 

図 10 居室で操作可能な空調設定（複数回答） 

 

図 6 感染症対策前後の在室人数の比較 
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図 11 対象室の空調制御（3 件複数回答） 

 

図 12 対象室の換気設備 

 

図 13 対象室の熱回収の有無 

 

図 14 加湿装置等の設置状況（複数回答） 

 

図 15 加湿方式 

 

図 16 空調機等のフィルタ（複数回答） 
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図 17 感染症対策（複数回答） 

 

 

図 15 に加湿装置等がある場合に空調設備に組

み込まれている場合（ただし、別々の機器でも同

じ対象室にある場合を含む）の加湿方式の回答を

示す。最も多いのが水噴霧式 4 件、次いで気化式

3 件、蒸気式 1 件、その他とわからないがそれぞ

れ 1 件ずつであった。 

 図 16 に空調機等のフィルタ（複数回答）の回

答を示す。最も多いのはプレフィルタ 31 件、次

いで、中世能フィルタ8件、高性能フィルタ3件、

無しが 4 件、わからないが 14 件、無回答が 1 件

であった。 

 図 17 に新型コロナウイルス感染症対策の回答

を示す。最も多いのは換気量を増やす 32 件、次

いで、勤務形態 24 件、フィルタのメンテ交換・

温度のモニタリングがそれぞれ 4 件、CO2のモニ

タリングが2件、相対湿度のモニタリングが1件、

その他の対策が14件、回答なしが4件であった。 

 このように、調査対象について空調換気設備と、

維持管理や換気量の推定に必要な情報等および

緊急時の運用に関する情報を集積した。 

 

D．考察 

 事務所ビル約 60 件の夏期と冬期の測定結果よ

り、平時の場合、温度は、多くの建物が建築物衛

生法の基準に近い状況にあり、個別の空調方式を

用いている 2,000～3,000 ㎡の中規模ビルや

2,000 ㎡未満の小規模ビルであっても、調整可能

であると考えられている。一方で、冬期の相対湿

度の平時の結果は、気化式の加湿設備や空調の個

別方式が増えている今般の平時の事務所ビルの

低湿度環境の傾向を示しているといってよいだ

ろう。今後、感染症対策による個別空調の運用管

理手法の変化も含めて情報整備を進める必要が

あると思われる。 

 

E．結論 

 建築物衛生法によって管理されない建物も含め

て、平時の事務所ビルにおける室内温湿度の調査

を行い、COVID-19 等感染症対策が行われる前の

事務所ビルの実態を捉えるデータを再解析した。

今後、感染症対策による空調設備等の運用管理手

法の変化も含めて、COVID-19 等感染症対策後の

室内環境調査データの分析が必要である。また、

空気環境の調整に関する課題を整理するために、

空調機器の現状調査を行い類型化するとともに、

感染症対策等の緊急時の情報も含めた管理手法に

関する情報の整理が望まれている。 

 

＜注釈＞ 

注 1）これまでに協力の研究とは、厚生労働科学研

究「建築物衛生管理基準の検証に関する研究

（研究代表者：林 基哉）」及び「中規模建築

物における衛生管理の実態と特定建築物の

適用に関する研究（研究代表者：小林 健一）」

において、建築物利用者の健康状態や職場環

境等の基本情報を得ることを目的として行

ったフェーズ 1 からフェーズ 3 までの調査

を示す。 
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厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

建築物環境衛生管理における空気調和設備等の適切な運用管理手法の研究 

個別方式空調と中央方式空調における室内空気環境の数値計算による事例的検討 

研究分担者  李 時桓  信州大学 学術研究院工学系 助教 

 

研究要旨 

個別空調の使用率拡大に伴い，立入検査時の難しさや運用管理手法の情報不足が課題として挙げら

れ，より効率的な監視指導が求められている。そこで，個別空調に関する知見を深めるために，CFD

解析を利用し，オフィス空間モデルに対する空調方式の違いによる室内空間の影響についてパターン

検討を行った。検討は二段階で行われ，始めに各空調方式（セントラル空調，個別空調，マルチエア

コン，セントラル＋個別空調）を使用した場合の温度環境や気流環境について把握し，次に人体周辺

を目標温度に維持するための最適吹出温度・流速を逆解析により検討した。結果から，個別空調を使

用することで，熱源の局所排気などが確認され，室環境の制御が容易になると考えられる。 

A．研究目的 

近年，建築物の大規模化と用途の複合化により，

建築物の衛生管理が複数のテナントによって行わ

れ，中央一括管理ができないこと，省エネルギー

を目的とした換気回数の減少があることが要因と

なり，特定建築物における建築物環境衛生管理基

準のうち，相対湿度，温度，二酸化炭素濃度の不適

合率が上昇傾向にある。要因の一つとして個別空

調方式の使用が拡大してきたことも考えられるが，

個別空調の管理の難しさや立入検査時の難しさが

指摘されるとともに，実態調査からは，室内のム

ラが大きいことが指摘された。個別空調の急速な

普及に伴う運用管理手法の情報は不足している状

況にあり，より効率的な監視指導が求められてい

る。そこで，個別空調方式に特化した空気環境管

理手法の確立とその管理手法に基づいた行政指導

等を行う際のマニュアルの検討を目的とする。 

 

B．研究方法 

B1．セントラル空調と個別空調を併用した場合 

空調方式の違いによる室内環境の違いについ

て，CFD 解析による検討を行った。オフィスビ

ルなどの室内空間を対象とし，図 1-1 に解析領域

概要，図 1-2 に人体周辺領域概要を示す。空調方

式の違いとしてセントラル空調方式のみ，セント

ラル空調方式と個別空調方式の併用の 2 パター

ンで検討した。また，座位での作業を想定した人

体モデル 20 体を一定間隔で配置し，発熱モデル

として人体モデルの他にPCを想定した。ここで，

個別空調は各人体モデルのデスク前方から空調

を行うものとする。 

 

 

 

図 1-1 解析領域概要 
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図 1-2 人体周辺領域概要 

 

表 1-1 解析条件 

時間項 定常解析（ t=∞ ） 

メッシュ数 5,000,000 

吸込口 流量：10.8 m3/min 
吹出口 

 

流量：10.8 m3/min 
温度：23 ℃，相対湿度：60% 

  

  

Case 1-A Case 2-A 

  

Case 1-B Case 2-B 

セントラル空調 個別空調併用 

図 1-3 検討ケース 

 

 

表 2-1 解析条件 

時間項 定常解析（ t=∞ ） 

メッシュ数 1,000,000 

吸込口 流量：10m3/min 
吹出口 

 

流量：10.8 m3/min 
温度：20 ℃，相対湿度：60% 

 

(a) セントラル空調① (b) セントラル空調② 

(c) 個別空調 (d) マルチエアコン 

図 2-2 検討ケース 

 

表 1-1 に解析条件，図 1-3 に解析検討ケースを

示す。検討ケースは前述した空調方式の違いによ

る物の他，人体周辺のパーテーションの有無によ

る違いについても検討する。 

また，人体周辺の温度を一定にするために逆解

析を行った。図 1-4 にターゲットゾーン概要を示

す。各人体の周辺に対し，表記の寸法でターゲッ

トゾーンを設定し，そのゾーンが空間平均で

25℃となるように逆解析による予測を行った。逆

解析の条件を満たす場合の各吹出口の温度につ

いて算出した。 

 

B2．各空調方式を単体で使用した場合 

前述した解析と同様のモデルを利用して，空調

方式をそれぞれ単体で利用した場合の室環境の違

いについて検討した。表 2-1 に解析条件を示す。

前章で利用した解析モデルと同様のもので検討を

行った。 

図 2-2 に検討ケースを示す。検討はセントラル

空調 2 パターン，個別空調，マルチエアコンにつ

いて行った。 

 

図 1-4 ターゲットゾーン概要 
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C．研究結果 

C1．セントラル空調と個別空調を併用した場合 

（１）空調方式による比較（パーテーションあり） 

図 1-5 に平面温度分布（ z = 0.8 m ）を示す。

空調温度設定，風量設定が等しい場合でも，空調

方式の違いによる温度ムラに差が生じた。セント

ラル空調のみを使用した場合，吹出口からの距離

が大きくなるにつれて温度が高くなっているこ

とが確認できる。これに対して，個別空調を併用

した場合では，室内空間が均一な温度に保たれて

いることが確認できる。 

 

 Case 1-A Case 2-A 

図 1-5 平面温度分布（ z = 0.8 m ） 

 

図 1-6 に断面温度分布（ y = 2.0 m ），図 7 に

断面気流速度分布（ y = 2.0 m ）を示す。セント

ラル空調のみを使用した場合，吹出口からの距離

が大きくなるにしたがって，発熱部からの熱が十

分に排熱されていないことが確認できる。このこ

とから，平面温度分布のムラが生じていると考え

られる。図 1-7 から前方の座席で気流が滞ってし

まい，後方の座席まで均一に行きわたっていない

ことが確認できる。 

 

Case 1-A 

Case 2-A 

図 1-6 断面温度分布（ y = 2.0 m ） 
 

 

Case 1-A 

Case 2-A 

図 1-7 断面気流速度分布（ y = 2.0 m ） 

 

（２）空調方式による比較（パーテーションなし） 

図 1-8 に平面温度分布（ z = 0.8 m ）を示す。

パーテーションがなしの場合は，ケース毎に大き

な差は見られず，概ね一定の温度に保たれている

ことが確認できる。 

 

 Case 1-B Case 2-B 

図 1-8 平面温度分布（ z = 0.8 m ） 

 

（３）逆解析での比較 

逆解析の結果，セントラル空調のみの場合では，

吹出温度が 21.8℃，個別空調併用の場合は，吹出

温度が 21.6℃（個別空調），18.7℃（セントラル空

調）であった。また，この条件での平面温度分布

（ z = 0.8 m ）を図 1-9 に示す。Case1–A につい

て，吹出口の温度変化により各人体の周辺温度は

概ね目標値に近づいたが，前方と後方でわずかに

温度差が生じた。これに対し，Case2–A ではセン

トラル空調の吹出口温度が前方に対して影響して

いるが，各人体の周辺温度は均一に保たれている

結果となった。このとき，Case1–A ではターゲッ

ト内の平均温度は 25.2℃，ターゲット毎の温度差

は最大 2.7℃，Case2–A ではターゲット内の平均 
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温度は 24.5℃，ターゲット毎の温度差は 0.1℃

以下であった。 

 

C2．各空調方式を単体で使用した場合 

図 2-3 に解析結果の平面温度分布（Z = 1m）を

示す。(a)セントラル空調①から極度な温度ムラが

確認された，(b) セントラル空調②から吹出・吸込

口の位置関係を変えることにより改善はされたが，

在室者がいない空間での温度低下が確認された。

また，(c)マルチエアコンでは吹出口の向きに伴っ

て温度ムラが確認された。これらに比べ，(b)個別

空調では熱源の局所排熱が効率的に行われている

ため，室全体で温度が一定に制御されている結果

となった。個別空調は在室者が少ない場合でも安

定的に室温を維持できると考えられる。 

 

D．考察 

 セントラル空調と個別空調を併用した場合につ

いて解析を行った結果，セントラル空調のみでは

吹出口，風向等の位置関係により温度ムラが生じ

てしまうが，個別空調を使用することでこの問題

を解消することが可能である。 

  
E．結論 

 空調温度設定，風量設定が等しい場合でも，空

調方式の違いによる温度ムラに差が生じた。セン

トラル空調のみを使用した場合では，気流の滞留

などにより温度ムラが生じてしまい，室内温度分

布を一定に保とうと制御をかけてもある程度の誤

差が生じてしまった。これに比べて，個別空調を

使用することで，熱源の局所排気などが行われ，

居室の利用数が減少した場合でも室環境の制御が

容易になると考えられる。 

 

F．研究発表 

１．論文発表 

  なし 

 

２．学会発表 

  なし 

 

G．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

１．特許取得 

  なし 

 

２．実用新案登録 

  なし 

 

３．その他 

  なし  
 

 Case 1-A Case 2-A 

図 1-9 平面温度分布（ z = 0.8 m ） 

 

 

  

(a) セントラル空調① (b) セントラル空調② 

  

(c) 個別空調 (d) マルチエアコン 

図 2-3 検討ケース 
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厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

建築物環境衛生管理における空気調和設備等の適切な運用管理手法の研究 

個別空調方式の影響調査 

研究分担者  中野 淳太 東海大学 工学部建築学科 准教授 

 

研究要旨 

2017～2020 年の夏季と冬季において、北海道、東京、埼玉、横浜、名古屋、大阪、福岡にある事

務所建築物 27 件にて行った調査の再分析を行い、空気環境不適合率上昇における個別空調方式の影

響を調査した。PAC+換気方式は外気の影響を大きく受け、特に相対湿度は不適合となる範囲まで分

布しやすい傾向にあることがわかった。空気温度および気流速度については、衛生管理基準の範囲を

超えることはまれであった。ISO17772-1 による評価結果からは、PAC+換気方式において総合評価お

よび PMV の評価がカテゴリ I～N/A まで広く分布していることがわかった。これは、同一空間内で

もインテリアとペリメータの空気温度および平均放射温度の差が大きくなる傾向にあるためであっ

た。また、冬季の上下温度分布も中央方式より大きくなりやすいことが確認された。以上を総合する

と、換気を伴う個別空調方式は外気湿度の影響を受けやすく、同一空間内の高さ方向および水平方向

の環境に分布が生じやすいことがわかった。また、同じ空調方式でも建物間の差が生じやすいと言え

る。衛生管理において、個別空調方式では室内環境分布に着目した評価が重要になると考えられる。 

A．研究目的 

 R2 年度は COVID-19 の感染拡大により、事務

所建築における新規の実測調査が困難となった。

そこで、2017～2020 年の夏季と冬季に行った調

査の再分析を行い、空気環境不適合率上昇におけ

る個別空調方式の影響を調査した。 

 

B．研究方法 

 調査は 2017～2020 年の夏季と冬季に行い、北

海道、東京、埼玉、横浜、名古屋、大阪、福岡にあ

る事務所建築物 27 件を対象とした。測定対象建物

の詳細を表 1 に示す。規模に応じて特定建築物と

3,000 ㎡以下の建築物、空調方式は中央方式と個

別方式（PAC）を交えて選定した。建物によって

は、複数階の事務所を測定し、測定点は居住者の

滞在する室中央部（インテリア：i）と窓近傍（ペ

リメータ：p）の 2 点とした。測定高さは、温湿度

が床上 0.1m、0.6m、1.1m、1.7m の 4 点、その他

の項目は床上 1.1m とした。空気温度、湿度、グロ

ーブ温度は 15 分間測定の終了前 30 秒間の平均値、

気流速度は 3 分間の平均値を記録した。 

 これらの測定結果について、建築物衛生法の管

理基準および ISO17772-11)により評価を行った。

ISO17772-1 は、2017 年に制定された基準で、温

熱環境、空気環境、光環境、音環境に関する推奨値

を示している。これらは居住者に期待される室内

環境の質のレベル（高、中、ひかえめ、低）に応じ

て、I∼Ⅳのカテゴリに分けられている。温熱環境に

ついては、PPD（予測不満足者率）、ドラフト、上

下温度分布、および非対称放射について不満足者

率により推奨値を示している。温熱環境に関する

カテゴリ別不満足者率推奨値を表 2 に示す。 

 

C．研究結果 

C1．空調方式による分類 
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計 104 点の測定結果を 2 つの季節（夏季・冬季）

および 3 つの空調方式に分類して分析を行った。

分類別の測定点数を図 1 に示す。 

最も多いのは換気のある個別空調方式（PAC+換気）

で 66 件であった。次に多かったのは中央方式（中

央）の 30 件で、換気のない個別空調方式（PAC）

は 8 点であった。PAC は他の分類と比較して件数

が少ないため、参考データとして扱う。 

C2．全測定点の測定結果 

測定時の外気温に対する高さ 1.1m の室温を図

2 に示す。分布は、外気温 20℃を境に夏季と冬季

の 2 群に分かれていた。冬季の中央方式の室温は

外気温と比例関係が見られたが、PAC と PAC+換

気は相関が見られなかった。特に PAC+換気は、

21.5～27.7℃の範囲で室温が広く分布していた。

夏季はいずれの空調方式も外気温と室温に相関は

なく、外気と無関係に室温が制御されている実態

が明らかになった。 

測定時の外気湿度に対する高さ 1.1m の室内絶

対湿度を図 3 に示す。外気絶対湿度が 10 g/kg’以

下となる冬季は、加湿や人体からの発湿により概

ね室内絶対湿度が外気を上回っていた。夏季は除

湿により室内の絶対湿度が低くなっており、いず

れの季節も空調方式による差は小さかった。 

空気温度、相対湿度、気流速度、平均放射温度に関

する全測定点の結果を比較した。夏季結果を図 4

に、冬季結果を図 5 に示す。X 軸の測定点の下に

あるマーカーは空調方式を、添え字の i はインテ

リア、p はペリメータを示す。また、空気温度、相

対湿度、気流速度については衛生管理基準値を赤

線で示す。 

C3．建築物衛生法管理基準の適合状況 

全測定点における建築物衛生法管理基準（以下、

衛生管理基準）の適合状況を図 6 に示す。不適合

率で見ると、気流速度は 0%、空気温度は 2%であ

ったのに対し、相対湿度は 35%と最も高かった。 

季節および建物分類による適合状況を図 7 に示す。

空気温度で不適合となったのは夏季に 28℃を超

えた 2 点のみであった。図 4 で確認すると、いず

れも測定空間面積が 44m2 の小規模オフィス F01

で、PAC+換気であった。 

夏季に相対湿度が不適合となったのは PAC+換

気の特定建築物 A03 の 2 点のみで、外気相対湿度

が 90%を超えている条件であった。冬季の相対湿

度は 68%と全体的に不適合率が高く、特に PAC+

換気では 81%が不適合となっていた。 

PAC+換気方式が外気条件の影響を受けやすく、特

に相対湿度は不適合となる範囲まで変化しやすい

傾向にあることがわかった。 

C4．ISO 17772-1 による評価結果 

ISO 基準による評価に当たり、高さ 1.1 m の空

気温湿度、平均放射温度、気流速度の測定結果、代

謝量 1.1 met から PMV および PPD を求めた。着

衣量は夏季 0.5 clo、冬季は 1.0 clo とした。 

局所不快感については推奨値がカテゴリ III まで

示されているため、上限値を超えた場合は IV 評価

とした。PMV の推奨値はカテゴリ IV まで示され

ているため、上限値を超えた場合は「N/A（不適合）」

とした。総合評価は、4 つの評価項目のうち、最も

低い評価を適用した。 

全測定点のカテゴリ評価結果を図 8 に示す。総

合評価のカテゴリ I は 13%、カテゴリ II が最も多

い 35%、カテゴリ IIIと IVがそれぞれ 29%、21%、

評価対象外が 2%となった。衛生管理基準において

は、冬季の相対湿度以外は概ね適合していたのに

対し、ISO17772-1 による総合評価では、全体の約

1/4 が最も低いレベルまたは不適合に相当するこ

とがわかった。 

 項目別に見ると、全測定点の評価結果で、最も

カテゴリ I の評価が低かったのが PMV であった。

反対に、非対称放射はすべての測定点でカテゴリ

I の評価であった。以下の分析は、季節および空調

方式の種別に分けて行うが、PAC の調査件数は他

の方式と比べて極端に少ないため、参考値として

示す。 

 季節および空調方式の種別による各項目のカテ

ゴリ評価を図 9 に示す。総合評価では、PAC+換気

がいずれの季節も I～N/A まで広く評価が分布し

ていることがわかった。中央方式も夏季は同様の

傾向が見られるものの、冬季はカテゴリ II と III

のみで、一定の範囲内に環境調整されていた。

PMV は総合評価とほぼ同等の分布となっていた
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が、PAC＋換気のカテゴリ I 評価の割合が高くな

っていた。夏季の上下温度分布は 1 点を除いて全

て I 評価であったが、冬季の PAC+換気では I 評

価は 28%に激減しており、38%が IV 評価となっ

ていた。夏季のドラフトは、いずれの空調方式も

約 6 割が I 評価であった。冬季の中央方式は I 評

価が 87.5%まで上昇していたが、PAC+換気では

53%と微減していた。 

 夏季における全測定点の PMV 評価結果を図 10

に示す。カテゴリ II に相当する±0.5 の値を太線

で示している。カテゴリ I の評価には PMV が±

0.2 以内、カテゴリ II には±0.5 以内である必要が

ある。夏季には+0.5 を超えていたのは、主にペリ

メータゾーンであった。-0.5 を下回る測定点も見

られたが、これらに特定の傾向は見られなかった。

冬季における全測定点の PMV評価結果を図 11 に

示す。-0.5 を下回る測定点はなく、±0.5 を逸脱し

ていたのはすべて上限を超えたためであった。 

 高さ 0.1m の空気温度に対する高さ 1.1m の空

気温度を図 12 に示す。高さ 1.1m の空気温度は

0,1m よりも高い傾向にあり、23℃以下で温度差が

大きくなる傾向にあった。特に PAC＋換気方式は

分布が大きく、冬季の中央式の平均温度差が 1.0℃

に対し、冬季のPAC＋換気方式は2.6℃であった。 

C5．インテリアとペリメータの環境の差 

 同一空間内のインテリアを基準としたペリメー

タとの環境の差を図 13 に示す。PAC の結果は省

略し、中央式と PAC+換気の比較を行っている。 

 相対湿度、絶対湿度および気流速度については、

空調方式による差は見られなかった。しかし、空

気温度と平均放射温度については、PAC+換気の分

布が広く、結果的に PMV の値も分布が広くなっ

ていることがわかった。 

 

E．結論 

PAC+換気方式は外気の影響を大きく受け、特に

相対湿度は不適合となる範囲まで分布しやすい傾

向にあることがわかった。空気温度および気流速

度については、衛生管理基準の範囲を超えること

はまれであった。 

 ISO17772-1 による評価結果からは、PAC+換気

方式において総合評価および PMV の評価がカテ

ゴリ I～N/A まで広く分布していることがわかっ

た。これは、同一空間内でもインテリアとペリメ

ータの空気温度および平均放射温度の差が大きく

なる傾向にあるためであった。また、冬季の上下

温度分布も中央方式より大きくなりやすいことが

確認された。 

 以上を総合すると、換気を伴う個別空調方式は

外気湿度の影響を受けやすく、同一空間内の高さ

方向および水平方向の環境に分布が生じやすいこ

とがわかった。また、同じ空調方式でも建物間の

差が生じやすいと言える。 

衛生管理において、個別空調方式では室内環境

分布に着目した評価が重要になると考えられる。 

 

F．研究発表 

１．論文発表 

  なし 

 

２．学会発表 

  なし 

 

G．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

１．特許取得 

  なし 

 

２．実用新案登録 

  なし 

 

３．その他 

  なし 
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都道

府県

建築物

区分
ID 季節 調査日

測定

階

測定

場所

面積

 [m2]

天井

高

 [m]

空調設備

特定建築物 H01 夏 2017/8/25 3F 200 2.5 中央式（AHU）

3,000㎡未満 H02 夏 2017/8/25 6F 25 2.5 個別式（PAC+換気）

3,000㎡未満 H03 夏 2017/8/25 2F 75 2.6 個別式（PAC）

東京 特定建築物 E01
夏

冬

2018/9/18

2018/1/10
6F 118 2.4 個別式（PAC+換気）

E02-1 1F 328 2.8 個別式（PAC+換気）

E02-2 2F 409 2.8 個別式（PAC+換気）

E02-3 3F 614 2.8 個別式（PAC+換気）

東京 3,000㎡未満 E03 夏 2018/8/23 3F 169 2.54 個別式（PAC+換気）

東京 特定建築物 E04
夏

冬

2018/9/18

2018/12/19
27F 1178 3 中央式（外調機+放射）

東京 特定建築物 E05 秋 2018/9/18 1F 133 2.56 個別式（PAC）

E06-2 2F 123 2.9 中央式（外調機）

E06-1 1F 204 2.9 中央式（外調機）

東京 3,000㎡未満 E07
夏

冬

2019/8/1

2020/1/15
3F 55 2.41 個別式（PAC+換気）

東京 特定建築物 E08 夏
2019/8/1

2020/2/17
9F 1050 2.71 中央式（外調機）

東京 3,000㎡未満 E09
夏

冬

2019/8/1

2020/2/14
3F 92 2.4 個別式（PAC+換気）

東京 3,000㎡未満 E10
夏

冬

2019/8/27

2020/2/21
5F 93 2.5 個別式（PAC+換気）

東京 3,000㎡未満 E11
夏

冬

2019/8/27

2020/2/17
5F 196 2.4 中央式（外調機）

東京 3,000㎡未満 E12
夏

冬

2019/8/27

2020/1/15
2F 110 2.5 個別式（PAC+換気）

群馬 3,000㎡未満 E13 冬 2020/2/21 2F 個別式（PAC+換気装置）

東京 特定建築物 E14 冬 2020/2/21 8F 中央式（外調機）

特定建築物 A01
夏

冬

2019/8/29

2020/2/13
6F 96 2.5 中央式（外調機）

3,000㎡未満 A02
夏

冬

2019/8/30

2020/2/13
4F 176 2.7 個別式（PAC+換気）

特定建築物 A03
夏

冬

2019/8/30

2020/2/13
4F 266 2.5 個別式（PAC+換気）

3,000㎡未満 W01
夏

冬

2018/8/28

2018/3/5
2F 124 2.3 個別式（PAC+換気）

3,000㎡未満 W02
夏

冬

2018/8/29

2018/3/5
2F 109 2.7 個別式（PAC）

特定建築物 W03
夏

冬

2018/8/29

2019/1/10
2F 193 2.4 中央式（外調機+PAC）

3,000㎡未満 F01
夏

冬

2018/8/27

2019/1/11
6F 44 2.5 個別式（PAC+換気）

3,000㎡未満 F02
夏

冬

2018/8/27

2019/1/10
2F 93 2.4 個別式（PAC+換気）

3,000㎡未満 F03
夏

冬

2018/8/27

2019/1/11
2F 122 2.6 個別式（PAC+換気）

特定建築物 F04
夏

冬

2018/8/28

2019/1/11
4F 383 2.45 個別式（PAC+換気）

大阪

福岡

夏

冬

2018/8/23

2018/1/10

神奈川 3,000㎡未満
夏

冬

2019/8/2

2018/12/18

北海道

埼玉 3,000㎡未満

名古屋

表 1 調査対象建築物 
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絶
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湿
度

（
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kg
'）

外気絶対湿度（g/kg'）

中央式
PAC
PAC+換気

区分 PPD ドラフト 上下温度分布 非対称放射

I < 6 < 10 < 3 < 5

II < 10 < 20 < 5 < 5

III < 15 < 30 < 10 < 10

IV < 25

表 2 ISO17772-1 の温熱環境に関するカテゴリ別推奨値（不満足者率） 

図 1 建物分類別測定点数 

図 2 外気温と室温 図 3 外気絶対湿度と室内絶対湿度 
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図 4 夏季測定結果（上：空気温度、中：相対湿度、下：気流速度） 

i: インテリア p: ペリメータ  
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図 5 冬季測定結果（上：空気温度、中：相対湿度、下：気流速度） 

i: インテリア p: ペリメータ  
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全
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N/A IV III II I

図 6 衛生管理基準の適合状況（通年） 

図 7 衛生管理基準の建物分類別適合状況（左：空気温度、右：相対湿度） 

図 8 ISO17772-1 による評価結果 
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図 9 ISO17772-1 による建物分類別評価結果 

図 10 夏季 PMV 測定結果 

図 11 冬季 PMV 測定結果 
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図 12 高さ 0.1m の空気温度に対する高さ 1.1m の空気温度 

図 13 インテリアを基準としたペリメータとの環境の差 
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厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

建築物環境衛生管理における空気調和設備等の適切な運用管理手法の研究 

基準不適合率上昇に関する分析 

―個別空調における冬期及び夏期の室内空気環境の不適合性― 

研究代表者 林  基哉 北海道大学 大学院工学研究院         教授 

研究分担者 開原 典子 国立保健医療科学院 生活環境研究部      主任研究官 

研究分担者 柳  宇  工学院大学 建築学部             教授 

研究分担者 長谷川兼一 秋田県立大学 システム科学技術学部      教授  

研究分担者 中野 淳太 東海大学 工学部建築学科           准教授 

研究分担者 李  時桓 信州大学 学術研究院工学系          准教授 

研究協力者 鍵  直樹 東京工業大学 環境・社会理工学院       教授 

研究協力者 東  賢一 近畿大学 医学部               准教授 

研究協力者 小林 健一 国立保健医療科学院 医療・福祉サービス研究部 上席主任研究官 

研究協力者 金  勲  国立保健医療科学院 生活環境研究部      上席主任研究官 

 

研究要旨 

特定建築物で最も多い事務所ビルに注目して、衛生環境と健康影響の実態に関する基礎情報を入手

するために、特定建築物に関する行政報告例の分析、特定建築物及び中規模建築物の空気環境を中心

とした実態調査を行った。山形県から沖縄県までの全国の事務所 42 件の夏期及び冬期の 5 日間の執務

時間帯の室内空気環境測定データを用いて、室内空気環境の特性、建築物環境衛生管理基準の適合状

況に関する分析を行った結果、以下の知見を得た。 

① 執務時間内の室内空気環境変化については、冬期の温度、絶対湿度、冬期と夏期の CO2 濃度に上

昇傾向がみられる。 

② 事務所ビル毎の温度、湿度、CO2濃度、PMV 概算値については、冬期の温度が高いほど相対湿度

が低い傾向が伺えるとともに、PMV は温度に依存している。 

③ 対象全体の不適時間率については、温度は冬期 1％夏期 26％、相対湿度は冬期 65％夏期 19％、

CO2濃度は冬期 39％夏期 43％であった。 

④ 行政報告例の不適率と比較すると、中小規模で個別空調が多い対象では、換気と加湿の制御が十分

ではない場合が多いことが要因として挙げられる。 

 

A．研究目的 

 1960 年代の建築物の大型化や高層化に伴っ

て、建築物の衛生環境に起因する健康影響が指摘

された１）。1970 年に「建築物における衛生環境

の確保に関する法律（建築物衛生法）」注 1が制定

され、空調、給水等について建築物環境衛生管理

基準（以下、基準値）が定められた。建築物衛生

法では、興行所、百貨店、集会場、図書館、博物

館、美術館、遊技場、店舗、事務所、学校、旅館

の特定用途に使用される建築物を「特定建築物」
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とし、自治体の立入検査等の監視指導対象として

いる。制定後の建築物の省エネルギー化、シック

ハウス問題等に対応するため、2002 年に政省令

改正が行われ特定建築物の対象、空調・換気設備

の対象、空気環境の管理項目の追加などの見直し

が行われた２）。 

行政報告例における建築物環境衛生管理基準に

対する不適率は、給水関係については低下又は安

定しているのに対し、図 1 に示すように、空気環

境項目の温度、湿度、二酸化炭素濃度は、1999

年以降持続的に上昇している３）、４）。空気環境の

維持は、シックビル症候群、ウイルス感染症等の

建築物起因の健康影響を防除する基本である。不

適率上昇の原因解明と、有効な改善策が急務とな

っている。 

特定建築物で最も多い事務所ビルに注目して、

衛生環境と健康影響の実態に関する基礎情報を入

手するために、特定建築物に関する行政報告例の

分析、特定建築物及び中規模建築物の空気環境を

中心とした実態調査を行った。山形県から沖縄県

までの全国の事務所 42 件の夏期及び冬期の 5 日

間の執務時間帯の室内空気環境測定データを用い

て、室内空気環境の特性、建築物環境衛生管理基

準の適合状況に関する分析を行った。 

 

B．研究方法 

 事務所ビルに、温湿度・CO2 濃度測定器（T&D

社 CO2 Recorder Tr-76Ui）を郵送し、5 分間隔で

2 週間、夏期と冬期（2018 年 8～9 月と 2019 年 1

月）に測定した。対象は、小規模（2000 ㎡未満）

33 件、中規模 7 件、特定建築物（3000 ㎡以上）2

件で、空調方式は個別式 34 件、中央・個別併用 5

件、中央式 3 件、5 日間の執務時間帯（9 時～17

時）のデータを用いて分析した４）。なお、冬期の

CO2濃度が非常に高い（平均 5826ppm）対象は分

析対象から除外した。 

 

C．研究結果 

図 2 に、一時間平均値を用い算出した、対象全

体の平均と標準偏差の時間推移を示す。なお、図

中の点線は、基準値及び基準値から算出した絶対

湿度の値を示す。温度(Temp.(deg-C))は、冬期には

執務時間内で 2deg 程度の上昇がみられるが、夏期

には変化が少なかった。また、標準偏差は冬期の

方が大きい。相対湿度(Humidity(RH%))は、冬期

夏期ともに変化が少ない。標準偏差は、冬期の方

が大きい。絶対湿度(Humidity(g/kg’))は、冬期に

0.8g/kg’の上昇がみられる。CO2 濃度 (CO2 

conc.(ppm))は、冬期夏期とも、執務時間の 9～5 時

の間に 200ppm 程度の上昇がみられる。 

図 3 に、建物ごとの平均と標準偏差を、温度と

相対湿度について示す。また、基準の範囲を点線

で示す。冬期の温度は、基準範囲内であるが、相対

湿度は大半 40RH%を下回っている。冬期の相対

湿度は、温度に対して負の相関が伺える。夏期の

温度は、一部で 28℃を超えており、相対湿度は、

一部が 70RH% を超えた。 

図 4 に、温度と絶対湿度を示す。温度基準（17

－28℃）と相対湿度基準（40－70RH%）から算出

した絶対湿度（4.8－16.8 g/kg’）と温度基準を点

線で示す。冬期の絶対湿度は一部範囲外にあり、

夏期の温度は一部範囲外にある。 

図 5 に示すように、二酸化炭素濃度は、冬期夏

期とも基準値（1000ppm）を超える場合がある。 

図 6 に、温度と PMV を示す。PMV は、温度、

相対湿度の測定値を用い、仮定（放射温度＝測定

温度、CLO 値 0.7、風速 0.01 m/s、MET 値 1.2）

の下で算出した。温度と相対湿度の基準から算出

した PMV の範囲を点線で示す。PMV は温度に大

略依存し、夏期に一部が範囲を超えた。 

 図 7～12 に、全対象の一時間平均値の頻度分布

 
図 1 特定建築物の空気環境基準不適率 
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及び累積頻度分布を示す。同図中に、基準値にお

ける累積頻度の数値を示す。 

 図 7～10 に示す、温度及び相対湿度については、

大略正規分布に近い分布となっており、図 11,12

に示す、CO2 濃度は、大略ワイブル分布に近い分

布になっている。なお、東京都と大阪府の立ち入

り検査時のデータにおいても、同様の分布形状が

みられた 4)。 

 図 7 に示す冬期の温度は、ほとんどが基準範囲 

内であった。17℃未満が 1％と少ないが、28℃以

上が 6％であった。図 8 に示す夏期の温度は、17℃

未満はないが、28℃以上が 26％であった。 

 図 9 に示す冬期の相対湿度は、40RH%未満が

65％であった。 

 

 
図 2 執務時間帯の時間毎の変化（温度、相対湿度、絶対湿度、CO2 濃度の平均と標準偏差） 

 

 
図 3 温度と相対湿度（平均・標準偏差）             図 4 温度と絶対湿度（平均・標準偏差） 

 

 
図 5 温度と CO2 濃度（平均・標準偏差）             図 6 温度と PMV（平均・標準偏差） 
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図 10 に示す夏期の相対湿度は、40RH%未満が

1%であり少ないが、70RH%以上が 19％であった。 

図 11 に示す冬期の CO2 濃度は、1000ppm 以上

が 39％であった。図 12 に示す夏期の CO2 濃度

は、1000ppm 以上が 34％であった。 

図 13 に、基準及び基準から算出した絶対湿度及

び仮定の下で算出した PMV の値に対する不適率

を示す。ここで示す不適率は、５日間の執務時間

における不適時間率であるため、行政報告例の不

適率とは定義が異なる。行政報告例の不適率は、

特定建築物に対する自治体の立入検査と報告聴取

に基づいて、自治体が判断する不適な特定建築物

の割合である。ただし、立入検査及び報告聴取の

基になる定期的空気環境測定も、基本的には執務

時間内に行われているため、ある程度の比較は可

能であると考えられる。本調査の CO2濃度不適率

は 40 %であり、2017 年度の行政報告例の不適率

28％より高い。温度の不適率は冬期が 1％である

が、夏期が 26％で行政報告例の 32％と概ね近い。

相対湿度は、冬期が 65％で夏期が 19％である。冬

期の不適率は、行政報告例の不適率 57％より若干

高い。絶対湿度の不適率は、冬期に１％、夏期に

16％である。相対湿度の場合よりも不適率が低い

理由として、冬期については温度が、基準値（17℃）

よりも大幅に高いこと、夏期については、冷房に

伴う除湿の影響によると考えられる。仮定の下に

算出した PMV の不適率は、冬期は 0％、夏期は

11％である。この PMV 計算値は、温度に依存し

 
図 7 温度の頻度分布（冬期）                 図 8 温度の頻度分布（夏期） 

 

図 9 相対湿度の頻度分布（冬期）              図 10 相対湿度の頻度分布（夏期） 

 
図 11 CO2 濃度の頻度分布（冬期）             図 12 CO2 濃度の頻度分布（夏期） 

 

1%

94%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

15 20 25 30 35

C
om

ul
at

iv
e 

fr
eq

ue
nc

y

Fr
eq

ue
nc

y

Temp.(deg-C)

Frecuency

Comulative frequency

74%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

20 25 30 35 40

C
om

ul
at

iv
e 

fr
eq

ue
nc

y

Fr
eq

ue
nc

y

Temp.(deg-C)

Frecuency

Comulative frequency

65%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

0 20 40 60 80 100

C
om

ul
at

iv
e 

fr
eq

ue
nc

y

F
re

qu
en

cy

Humidity (RH%)

Frecuency

Comulative frequency

1%

81%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

0 20 40 60 80 100

C
om

ul
at

iv
e 

fr
eq

ue
nc

y

F
re

qu
en

cy

Humidity (RH%)

Frecuency

Comulative frequency

61%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500

C
om

ul
at

iv
e 

fr
eq

ue
nc

y

Fr
eq

ue
nc

y

CO2 conc.(ppm)

Frecuency

Comulative frequency
57%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500

C
om

ul
at

iv
e 

fr
eq

ue
nc

y

Fr
eq

ue
nc

y

CO2 conc.(ppm)

Frecuency

Comulative frequency



- 47 - 

ており、温度の不適率に対応した結果となってい

る。ただし、PMV が±0.5 を基準とすれば、不適

率は冬期 2％、夏期 88%となる。 

図 14 に、特定建築物に関する行政報告例の不適

率との関係を示す。行政報告例の不適率に対する

比は、夏期と冬期の CO2 濃度、冬期の相対湿度で

1.0 を超えている。対象の事務所ビルは中小規模で

個別空調が多く、特定建築物の場合よりも換気と

加湿の制御が十分ではないことが要因として考え

られる。 

 

D．結論 

全国の事務所 42 件の夏期及び冬期の 5 日間の

執務時間帯の室内空気環境測定データを用いて、

室内空気環境の特性、建築物環境衛生管理基準の

適合状況に関する分析を行い以下の結果を得た。 

① 執務時間内の室内空気環境変化については、

冬期の温度、絶対湿度、冬期と夏期の CO2 濃

度に上昇傾向がみられる。 

② 事務所ビル毎の温度、湿度、CO2濃度、PMV

概算値については、冬期の温度が高いほど相

対湿度が低い傾向が伺えるとともに、PMV は

温度に依存している。 

 
図 13 基準に対する不適率（冬期・夏期） 

 

 
図 14 行政報告例不適率との関係 
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③ 対象全体の不適時間率については、温度は冬

期 1％夏期 26％、相対湿度は冬期 65％夏期

19％、CO2 濃度は冬期 39％夏期 43％であっ

た。 

④ 行政報告例の不適率と比較すると、中小規模

で個別空調が多い対象では、換気と加湿の制

御が十分ではない場合が多いことが要因とし

て挙げられる。 

 

＜注釈＞ 

注 1）「建築物における衛生的環境の確保に関する

法律」（昭和 45 年法律第 20 号）（略称:建築

物衛生法）において、建築物における衛生的

な環境の確保を図り、もって公衆衛生の向上

及び増進に資することを目的として、多数の

者が使用し、又は利用する建築物の維持管理

に関して、環境衛生上必要な事項等が定めら

れている。空気環境については、温度：17～

28℃、相対湿度：40％～70％、CO2 濃度：

1000ppm 以下などが定められている。 
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厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

建築物環境衛生管理における空気調和設備等の適切な運用管理手法の研究 

中央方式と個別方式における室内空気環境及び感染リスクの比較 

研究分担者  柳  宇  工学院大学 建築学部 教授 

 

研究要旨 

本研究は、既往研究 1「（建築物環境衛生管理に係る行政監視等に関する研究、平成 26～28 年度

厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業））と、既往研究 2「中規模建築

物における衛生管理の実態と特定建築物の適用に関する研究、平成 29～令和 1 年度厚生労働科学研

究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業）」の調査結果を用い、空調方式別の視点から中

央方式空調システム（中央方式）と個別方式空調システム（個別方式）を採用した建築物の室内環境

を比較した結果、下記の事柄が分かった。 

① 温度：季節と空調方式を問わず、室内温度は建築物衛生法の管理基準値を満足した。また、個

別方式の温度設定が居住者に任せているため、中央方式に比べると冬期に 0.5℃高く、夏期に

0.4℃低くなっている。 

② 相対湿度：夏期では建築物衛生法の管理基準値を満足したが、冬期では空調方式を問わず、

40％を下回った。また、冬期では個別方式より中央方式の方が 5％程度高かった。 

③ CO2濃度：季節を問わず何れの方式においても、室内濃度の中央値が 1000ppm を下回った。 

④ 浮遊微生物：季節を問わず室内浮遊細菌濃度が建築学会の維持管理基準値の 500cfu/m3 を満足

した。また、中央方式に比べ、個別方式の方が高い値を示した。一方、浮遊真菌については、

夏期の個別方式の室内濃度の中央値が 50cfu/m3を上回ったが、ほかは当該基準を満足した。 

⑤ 浮遊粒子：季節を問わず、中央方式より個別方式の室内粒径別浮遊粒子濃度が高い値を示し

た。浮遊微生物の測定結果と併せて考えると、個別方式を採用した室内の粒子状物質のろ過性

能が劣っている。 

 

また、個別方式空調と中央方式空調における感染性エアロゾルに起因する感染リスクの比較を行

った。個別方式空調機のフィルタが標準仕様（MERV 1）の場合の感染確率は、一般に中性能フィ

ルタ（MERV12 以上）が備えられる央方式空調の場合に比べ約 2 倍高くなる。従って、個別方式

の空調機（パッケージエアコン）のフィルタを中性能（MERV12 以上）にグレードアップするこ

とが望ましい。 

 

A．研究目的 

今年度では、H26 年度～R1 年度に行った個別

方式と中央方式空調を有するオフィスビル室内空

気環境に関する測定結果を解析し、個別空調方式

における室内環境の特徴を把握することを目的と

している。また、猛威を振るい続けている新型コ

ロナ感染症において、個別空調方式における感染

性エアロゾル粒子の対策方策を検討した。 
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B．研究方法 

B1．個別方式空調と中央方式空調における室内空

気環境の比較 

（１）調査対象 

 本研究では、以下に示す 2 つの既往研究の調査

結果を用い、空調方式別の視点から中央方式空調

システム（中央方式）と個別方式空調システム（個

別方式）を採用した建築物の室内空気環境を比較

した。 

既往研究 1：建築物環境衛生管理に係る行政監

視等に関する研究、平成 26～28 年度厚生労働科

学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研

究事業） 

既往研究 2：中規模建築物における衛生管理の

実態と特定建築物の適用に関する研究、平成 29～

令和 1 年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・

危機管理対策総合研究事業） 

 調査期間は 2013 年 8 月 23 日から 2020 年 2 月

13 日までの 7 年半であった。東京、大阪、北海道、

福岡、愛知の特定建築物、中規模ビル延べ 138 室

を対象とした。2013 年夏期から 2016 年夏期まで

は特定建築物、2017 年夏期から 2020 年冬期まで

は中規模ビルを主に調査した。測定対象ビルの建

築と空調・換気設備の概要を表 1、測定対象の空

調・換気システムの分類を図 1～3 に示す。本研

究では、図 1 に示す方式を中央方式、図 2 と図 3

に示す方式を個別方式として解析を行った。 

（２）調査項目と測定方法 

 測定は立ち入り測定と 2 週間の連続測定の 2 種 

類とした。立入調査時では、 IAQ モニター

（KANOMAX 製）を用いた温度、相対湿度、CO2 

濃度の測定、パーティクルカウンタ（AIRY 製）

を用いた粒径別浮遊粒子濃度の測定、バイオサン

プラー（ミドリ安全製）を用いた浮遊細菌と浮遊

真菌の測定を行った。浮遊微粒子の粒径は≧0.3

から≧5.0μm の 6 段階である。浮遊細菌の測定に

SCD 培地、浮遊真菌の測定に DG18 培地を用い

た。 

 

 

 

図 1 中央冷暖房・中央換気方式 

 

図 2 個別冷暖房・中央換気方式 

 

 

図 3 個別冷暖房・個別換気方式 

 

B2．個別方式空調と中央方式空調における感染リ

スクの比較 

室内における新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）の感染経路の一つであるエアロゾ

ル感染の対策として、換気による希釈とフィルタ

によるろ過が有効である。本研究では、中央方式

と個別方式における感染確率の比較を行い、個別

方式空調における感染対策方策を検討した。 
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表１ 測定対象建築と空調・換気設備概要 

 

 

 

 

測定日 地域 空調方式 対象床面積(㎡)
測定時在室者人

数(測定者)
一人当たりの面

積(㎡)
天候 特定建築物

2013/8/23 東京 中央式 737 36 20.5 曇り/雨 ○
個別+外調機 246 19 12.9 晴 ○

個別 610 20 30.5 晴 ○
個別+中央（全熱交換器+外調機） 454 29 15.7 晴 ○

2013/9/11 個別+中央（FCU+外調機） 137 4 34.2 晴 ○

T-01

2013/9/10
O-01

大阪
O-02
O-03
O-04

対象物件ID

2013年　夏期

2014/2/21 東京 中央式(システム天井) 737 51 14.5 曇り/雨 ○
個別+外調機 246 20 12.3 晴 ○

個別 610 17 35.9 晴 ○
個別+中央（全熱交換器+外調機） 454 41 11.1 晴 ○

個別+中央（FCU+外調機） 137 6 22.8 晴 ○

2014年　冬期

T-01

2014/2/26

O-01

大阪
O-02
O-03
O-04

2015/6/18 中央方式(AHU+ダクト) 737 70 10.5 曇り/雨 ○
2015/10/8 中央方式(AHU+ダクト) 737 57 12.9 曇り ○
2015/8/20 中央方式(AHU+ダクト) 922 75 12.3 雨 ○
2015/10/20 中央方式(AHU+ダクト) 922 90 10.2 曇り ○
2015/8/20 個別方式(PAC) 92 4 23.0 曇り ○
2015/10/20 個別方式(PAC) 92 11 8.4 曇り ○

4F 422 50 8.4
5F 645 45 14.3
4F 422 22 19.2
5F 1 65 0.0
2F 1152 100 11.5
3F 1152 39 29.5

2015/8/5 中央方式(AHU+ダクト) 194 5 38.8 晴 ○
2015/10/2 中央方式(AHU+ダクト) 194 6 32.3 晴 ○
2015/8/5 個別方式(PAC) 119 5 23.8 晴 ○

2015/10/1 個別方式(PAC) 119 4 29.8 雨 ○
1F 186 8 23.3
2F 186 8 23.3
4F 186 18 10.3
5F 186 18 10.3

119 14 8.5
119 8 14.9
119 11 10.8

1F 253 34 7.4
2F 207 26 9.7
3F 316 70 3.6
4F 316 76 3.3
5F 217 19 13.3

2016/1/15 中央方式(AHU+ダクト) 922 78 11.8 晴/曇り ○
2015/12/22 個別方式(PAC+HEX) 92 7 13.1 晴 ○
2015/12/22 中央方式(AHU+ダクト) 737 60 12.3 晴 ○

山側 422 16 26.4
海側 645 58 11.1
2F 1152 120 9.6
3F 1152 41 28.1
1F 180 22 8.2
7F 248 36 6.9
9F 200 26 7.7

2F-1 90 12 7.5
2F-2 148 21 7.0
5F 109 12 9.1

個別方式(PAC+HEX) 119 8 14.9 曇り ○
1F 253 41 6.2
2F 207 34 7.4
3F 316 44 4.7
4F 316 66 4.8
5F 217 21 10.3

中央方式(AHU+ダクト) 194 10 19.4 曇り ○
1F 56 9 6.2
2F 169 9 18.8
4F 178 14 12.7
5F 244 16 15.3

○

2016/2/23

O006

O008 個別方式(PAC+HEX) 曇り ○

○

2016/2/24

O003 中央方式(AHU+ダクト) 曇り ○

O004

O005 中央方式(AHU+ダクト) 曇り

2015/12/22 T019 中央方式(AHU+ダクト) 晴 ○

2016/2/23 O002

大阪

中央方式(AHU+ダクト) 曇り

T005

東京

T006
T017

2016/1/15 T-18 個別方式(PAC+HEX) 曇り/晴 ○

2015/10/2 O005 中央方式(AHU+ダクト) 晴 ○

2015/10/1 O003 個別方式(PAC) 雨 ○

2015/10/1 O004 中央方式(AHU+ダクト) 雨 ○

2015/10/8 T005 中央方式(AHU+ダクト) 曇り ○

O001

大阪

O001
O002
O002

個別方式(PAC) 曇り ○

2015/10/20 T004 個別方式(PAC) 曇り ○

2015年　夏期

T-01

東京

T-01
T002
T002
T003
T003

2015/8/20 T004
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表１ 測定対象建築と空調・換気設備概要（つづき 1） 

 

 

 

 

 

 

 

測定日 地域 空調方式 対象床面積(㎡)
測定時在室者人

数(測定者)
一人当たりの面

積(㎡) 天候 特定建築物

中央方式(AHU+ダクト) 922 63 14.6 曇り ○
個別方式(PAC+HEX) 92 11 8.4 曇り ○

中央方式(AHU+ダクト) 737 70 10.5 曇り ○

山側 422 24 17.6
海側 645 58 11.1
2F 1152 121 9.5
3F 1152 40 28.8
1F 180 21 8.6
7F 248 39 6.4
9F 200 18 11.1

2F-1 90 10 9.0
2F-2 148 12 12.3
5F 109 16 6.8

2016/8/8 個別方式(PAC+HEX) 119 11 10.8 晴 ○
1F 253 40 6.3
2F 207 28 7.4
3F 316 51 6.2
4F 316 59 5.4
5F 217 22 9.9
1F 56 14 4.0
2F 169 8 21.1
4F 178 10 17.8
5F 244 7 34.9

対象物件ID

2016/8/9 O008 個別方式(PAC+HEX) 晴 ○

○

O004

2016/8/9 O005 中央方式(AHU+ダクト) 晴 ○

2016/8/9 O002

大阪

中央方式(AHU+ダクト) 晴 ○

2016/8/8 O003 中央方式(AHU+ダクト） 晴

○

2016/8/3 T019 中央方式(AHU+ダクト) 曇り ○

2016年　夏期

2016/8/2
T005

東京

T006
T017

2016/8/3 T018 個別方式(PAC+HEX) 曇り

北海道 中央式(AHU+ダクト) 200 11(6) 11.8 -
北海道 個別方式(PAC+換気装置) 25 0(3) 8.3 -
北海道 個別方式(PAC) 75 5(5) 7.5 -

2017/8/25
H01
H02
H03

2017年　夏期

個別方式(PAC+換気装置) 118 12(7) 6.2 晴 ○
1F 328 22(7) 11.3 晴
2F 409 22(7) 14.1 晴
3F 614 33(8) 15.0 晴

個別方式(PAC+換気装置) 124 6(5) 11.3 雨
個別方式(PAC)換気なし 109 12(5) 6.4 雨

2018/1/10

E01

東京
E02 個別方式(PAC+外調機+換気装置)

2018/3/5
W01

大阪
W02

2018年　冬期

2018/9/18 個別方式(PAC+換気装置) 118 5(5) 11.8 晴 ○
1F 328 21(3) 13.7
2F 409 21(3) 17.0
3F 614 27(9) 17.1

個別方式(PAC+換気装置) 169 12(7) 8.9 晴
中央方式(外調機) 1178 77(6) 14.2 晴 ○

個別方式(PAC)換気なし 133 10(5) 8.9 晴 ○
個別方式(PAC+換気装置) 44 1(8) 4.9 曇り
個別方式(PAC+換気装置) 93 7(4) 8.5 曇/雨
個別方式(PAC+換気装置) 122 4(3) 17.4 晴
個別方式(PAC+換気装置) 383 10(5) 25.5 晴 ○
個別方式(PAC+換気装置) 124 2(6) 15.5 晴
個別方式(PAC)換気なし 109 12(4) 6.8 晴
中央方式(外調機+PAC) 193 15(4) 10.2 晴 ○

2018/8/29
W02
W03

E05

2018/8/27
F01

福岡
F02
F03

2018/8/28
F04
W01

大阪

2018年　夏期

E01

東京
2018/8/23

E02 個別方式(PAC+外調機) 晴

E03

2018/9/18
E04

個別方式(PAC+換気装置) 169 8(8) 10.6 晴
中央式(外調機) 1178 76(7) 14.2 晴 ○

個別方式(PAC)換気なし 133 12(8) 6.7 晴 ○
1F 204 13(8) 9.7
2F 123 9(8) 7.2

個別方式(PAC+換気装置) 44 1(7) 5.5 ー
個別方式(PAC+換気装置) 93 6(3) 10.3 ー
個別方式(PAC+換気装置) 122 11(3) 8.7 ー
個別方式(PAC+換気装置) 383 14(4) 21.3 ー ○

大阪 中央式(外調機+PAC) 193 26(3) 6.7 ー ○

F04
W03

2018/12/18 E06 神奈川 中央式(外調機) 晴

2019/1/10

F01

福岡
F02
F03

2019年　冬期

2018/12/19
E03

東京E04
E05

1F 204 19(4) 8.9 晴
2F 123 9(8) 7.2 晴

個別方式(PAC+換気装置) 55 3(5) 6.9 晴
中央式(外調機) 1050 150(5) 6.8 晴 ○

個別方式(PAC+換気装置) 92.4 9(5) 6.6 晴
個別方式(PAC+換気装置) 93 11(4) 6.2 晴

中央式(外調機) 196 2(3) 39.2 晴
個別方式(PAC+換気装置) 110 12(3) 7.3 晴

2019/8/29 個別方式(PAC+換気装置) 96 3(6) 10.7 晴 ○
中央式(外調機) 176 12(6) 9.8 曇り

個別方式(PAC+換気装置) 266 15(4) 14.0 雨 ○

A01
愛知

2019/8/30
A02
A03

2019/8/1
E07

東京

E08
E09

2019/8/27
E10
E11
E12

2019年　夏期

2019/8/2 E06 神奈川 中央式(外調機)
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図 4 冬期の室内温度四等分値 

 

 

図 5 夏期の室内温度四等分値 

 

C．研究結果および考察 

C1．個別方式空調と中央方式空調における室内空

気環境の比較 

（１）温度 

 図 4 と図 5 に空調方式別による冬期と夏期の室

内温度の四等分値（最大値、75％タイル値、中央

値、25％タイル値、最小値、以後同）を示す。夏

期の最大値を示すビルを除けば、すべてが建築物

衛生法の管理基準値を満足した。夏期に始業時の

室内温度が 28℃をわずかながら上回った。 

中央値については、冬期の個別空調で 23.3℃、 

 

 
図 6 冬期の室内相対湿度四等分値 

 

 

図 7 夏期の室内相対湿度四等分値 

 

中央空調で 22.8℃、夏期の中小規模で 26.2℃、特

定建築物で 26.6℃であった。個別方式の温度設定

が居住者に任せているため、中央方式に比べると

冬期に 0.5℃高く、夏期に 0.4℃低くなっている。 

（２）相対湿度 

 図 6 と図 7 に空調方式別による冬期と夏期の室

内相対湿度の四等分値を示す。冬期では、40％を

上回った中央方式のビルがみられたが総じて建築

物衛生法の管理基準値の下限値 40％を下回った。 
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表１ 測定対象建築と空調・換気設備概要（つづき 2） 

 

*換気装置は稼働を問わず記載している。 
*人数(測定者)は立ち入り調査時の在室者数を示す。 
*天候は立ち入り調査時の天候を示す。 

測定日 地域 空調方式 対象床面積(㎡)
測定時在室者人

数(測定者)
一人当たりの面

積(㎡)
天候 特定建築物

2020/1/15 個別方式(PAC+換気装置) 55 3(5) 6.9 雨
2020/2/17 中央式(外調機) 1050 98(6) 10.1 晴 ○
2020/2/14 個別方式(PAC+換気装置) 92 11(6) 5.4 曇り
2020/2/21 個別方式(PAC+換気装置) 93 11(6) 5.5 晴
2020/2/17 中央式(外調機) 196 5(6) 17.8 晴
2020/1/15 個別方式(PAC+換気装置) 110 9(7) 6.9 曇り

群馬 個別方式(PAC+換気装置) 330 21(5) 12.7 晴

東京 中央式(外調機) 1350 102(6) 12.5 晴 ○
中央式(外調機) 96 7(6) 7.4 曇り ○

個別方式(PAC+換気装置) 176 9(6) 11.7 曇り
個別方式(PAC+換気装置) 266 13(6) 14.0 晴 ○

2020/2/21
E13
E14

2020/2/13
A01

愛知A02
A03

E07

東京

E08
E09
E10
E11
E12

2020年　冬期

対象物件ID
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図 8 冬期の室内 CO2 濃度四等分値 

 

 
図 9 夏期の室内 CO2 濃度四等分値 

 

中央値については、冬期の個別空調で 29.4％、

中央空調で 34.3％であり、中央方式が 5％高かっ

た。一方、夏期では個別空調で 53.9％、中央空調

では 53.3％であり、ほぼ同じであった。 

（３）CO2濃度 

 図 8 と図 9 に空調方式別による冬期と夏期の室

内 CO2 濃度の四等分値を示す。建築物衛生法の管

理基準値 1000ppm を超えた個別方式のビルがあ

ったが、総じて 1000ppm を下回った。 

中央値については、冬期の個別空調で 680ppm、

中央空調で 573ppm であり、中央方式の方が約

100ppm 低かった。一方、夏期では個別空調で

644ppm、中央空調で 643ppm であり、ほぼ同じ

であった。 

（４）浮遊微生物 

１）浮遊細菌 

 図 10 と図 11 に空調方式別による冬期と夏期

の室内浮遊細菌濃度の四等分値を示す。建築物衛

生法に浮遊微生物に関する管理基準が定められて

いないが、日本建築学会ではオフィスビルの浮遊  

 

図 10 冬期の室内浮遊細菌濃度四等分値 

 

図 11 夏期の室内浮遊細菌濃度四等分値 

 

 

図 12 冬期の室内浮遊真菌濃度四等分値 

 

 

図 13 夏期の室内浮遊真菌濃度四等分値 

 

細菌濃度を 500cfu/m3以下との維持管理基準が

ある。中央値は何れも 500cfu/m3を下回ってい

るが、冬期と夏期ともに中央方式より個別方式の

室内浮遊細菌濃度が高くなっている。また、個別

方式では夏期より冬期の方は室内濃度が高かっ

た。 

２）浮遊真菌 

図 12 と図 13 に空調方式別による冬期と夏期
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の室内浮遊真菌濃度の四等分値を示す。日本建築

学会の室内浮遊真菌維持管理基準を 50cfu/m3 と

定めている。夏期の個別方式の室内濃度の中央値

が 50cfu/m3を上回った。 

 

（５）浮遊微粒子 

 図 14 と図 15に空調方式別による冬期と夏期の

室内粒径別浮遊粒子濃度の四等分値を示す。季節

を問わず、中央方式より個別方式の室内粒径別浮

遊粒子濃度が高い値を示した。これは、室内浮遊

粒子をろ過するためのフィルタの性能の差異によ

るものと推察された。 

 
図 14 冬期の室内浮遊粒子濃度四等分値 

 

 
 

図 15 夏期の室内浮遊粒子濃度四等分値 

 

C2．個別方式空調と中央方式空調における感染リ

スクの比較 

（１）室内汚染物質濃度の構成機構 

中央方式空調を有する室内エアロゾル粒子の濃

度はマスバランスにより式（1）と式（2）より表

される。 

  

 

  

 

C：室内汚染物質濃度 [個/m3] 

Cs：給気中汚染物質濃度 [個/m3] 

Co：外気中汚染物質濃度 [個/m3] 

M：室内汚染発生量 [個/h] 

Q：送風量 [m3/h] 

Qo：外気量 [m3/h] 

Qr：還気量 [m3/h] 

V：室容積 [m3] 

t：経過時間 [h] 

η：空調機中エアフィルタの捕集率 [-] 

 

感染リスクを低減することは、室内空気中汚染

物質濃度 C を下げることであり、その方法として

フィルタのろ過による給気濃度 Cs の低減、発生量

M の抑制、換気量 Q の増加による希釈である。以

下に、フィルタによるろ過、換気による希釈につ

いて検討を行った。 

（２）エアフィルタによるろ過 

 エアフィルタは主として、粒子が大きいほど効

果が大きくなる慣性衝突、粒子が小さいほど効果

が大きくなる拡散、およびさえぎりと静電気のメ

カニズムにより、フィルタろ材近傍の浮遊粒子を

捕集するが、0.2μm 前後の粒子に対する総合的な

捕集率が最も低くなる。表 2 に ASHRAE

（American Society of Heating， Refrigerating 

and Air-Conditioning Engineers， 米国暖房冷凍

空調学会）基準に基づく粒径別浮遊粒子に対する
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エアフィルタの捕集率を示す１）。表中の E1~E3 の

3 グループはそれぞれの対象粒径を 0.3~1.0μm、

1.0~3.0μm、3.0~10μm を表している２）。 

中央方式の空調機には一般的に中性能エアフィ

ルタが使用されている。比色法（NBS 法、

JIS9908:2001）60％、75%、90％、95%の中性能

エアフィルタはそれぞれ MERV11、12、13、14

（MERV：Minimum efficiency reporting values，

粒径別最小捕集率報告値）に相当する３）。捕集性

能 MERV12 以上のフィルタは、呼吸器系由来の

感染性エアロゾル粒径の<5-10μm４-９）の大きい飛

沫核に対し 90%以上の捕集率を示す。 

 一方、パッケージエアコンのような個別方式の

空調機には一般に標準仕様として質量法 50％程

度の粗塵用フィルタしか備えられておらず、感染

性エアロゾルに対する捕集率は 20％以下になる。 

 

表２ 粒径別最小捕集率報告値（MERV） 

 

 

（３）換気 

飛沫中の活性物質粒子の粒径の殆どは<5-

10μm であること、10μm 以下の粒子の沈降速度

は 0.003m/s 以下であり、空調・換気設備が運転

する室内の気流によって容易に遠くまで（最終は

還気口）運ばれることから、換気量の確保と適正

な室内気流計画によって SARS-CoV-2 を含んだ

エアロゾルを制御することは可能であることが分

かる。 

WHO では、換気回数が 2 ACH（Air Change 

per Hour、回/h）以下の場合、非隔離病室で勤務

していた臨床スタッフの間の皮膚テストのツベル

クリン反応率は高くなると報告している１０、１１）。 

換気量と感染リスク（確率）の関係について

Wells-Riley モデルがある。Wells は１２）、換気が

一定で室内の空気が完全混合の状態の場合、肺結

核の空気感染の確率がポアソン分布に従うとして

いる。また、閉鎖空間では 1 quanta の感染核を

各被感染者が吸入した場合に平均的 63.2%（1‒e－

1）が感染し、式（3）により感染リスク（確率）

が推定可能であるとしている。 Quanta は

quantum の複数形で、量を表すラテン語である。

Wells は Quanta を最小感染単位と定義した。 

 

 

 

PI：感染確率 [-] 

C：新たな感染者数 [人] 

S：感受者宿主数 [人] 

I：感染者数 [人] 

Q：室換気量 [m3/s] 

q：発生量 [quanta/s] 

p：一人当たり呼吸量 [m3/(人･s)] 

t：曝露時間 [s] 

 

感染のリスクを下げるために、式（3）中の換気

量 Q を増やす必要がある。また、中央方式空調の

オフィスビルなどの場合、省エネを図るため、還

気を取るのは一般的である（図 1）。この場合、空

調機内のフィルタの捕集率が高ければ、室内から

還気中の感染性エアロソルの濃度を低減させるこ

とができる。 

Daiら１３）は、これまで報告されているMERS、

SARS-CoV-1、Influenza、Measles の Ro 値と

quanta 値を用いた解析では、SARS-CoV-2 の

quanta は 14～48h-1 であるとしている。図１６に

図中に示す条件で求めた感染確率（式 3 中の PI）

と換気回数の関係を示す。換気量が多ければ多い

MERV 0.3-1.0 µm1.0-3.0 µm 3.0-10 µm 質量法 比色法

1 n/a n/a E3<20 <65 -
2 n/a n/a E3<20 65 -
3 n/a n/a E3<20 70 -
4 n/a n/a E3<20 75 -
5 n/a n/a 20≦E3 80 -
6 n/a n/a 35≦E3 80 -
7 n/a n/a 50≦E3 90 40
8 n/a 20≦E2 70≦E3 90 40
9 n/a 35≦E2 75≦E3 50

10 n/a 50≦E2 80≦E3 50
11 20≦E1 65≦E2 85≦E3 60
12 35≦E1 80≦E2 90≦E3 75
13 50≦E1 85≦E2 90≦E3 90

14 75≦E1 90≦E2 95≦E3 95
15 85≦E1 90≦E2 95≦E3 98
16 95≦E1 95≦E2 95≦E3 -

n/a: not available

 
（3） 
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ほど、感染確率が指数関数的に低くなることが分

かる。 

 

 
図１６ 感染確率と換気量の関係 

 

中央方式空調を有する一般のオフィスビルでは、

換気回数は 2 回/h 程度、循環送風量は 6 回/h（外

気の 2 回/h を含む）程度である。仮に、MERV12

（表 2）に相当する中性能フィルタ（比色法 75％）

を用いれば、感染性エアロゾルの捕集率が 90％に

なり（前出）、清浄な空気の相当換気回数は 5.6 回

/h（2＋4×0.9）になるため、quanta が 50h-1 であ

っても、その感染確率は 2.7％になると予想され

る（図 16）。 

個別方式については、外調機を用いる中央換気・

個別冷暖房方式があるが（図 2）、外調機に備えら

れているフィルタは外気中粒子状物質のろ過に有

効であるが、還気を取らないため室内の感染者か

ら発生する感染性エアロゾル濃度の低減に寄与し

ない。図 3 に個別冷暖房・個別換気方式では、前

述した通り、標準仕様として一般に室内機に質量

法 50％程度の粗塵用フィルタが使用されている。

この場合の捕集性能は MERV1 に相当し、感染性

エアロゾルに対する捕集率が 20％以下になり、循

環風量が中央式と同じである場合の相当換気回数

は 2.8 回/h（2+4×0.2＝2.8）になるため、感染確

率は前述した中央方式の約 2 倍の 5.3％になると

予想される（図 16）。感染症対策の視点からパッ

ケージエアコンのフィルタをオプション仕様の中

性能フィルタにグレードアップすることが望まし

い。 

 

D．結論 

D1．個別空調方式と中央空調方式の室内環境の比

較 

 2014 年～2019 年度におけるオフィスビル計

138 室の調査結果を空調方式別で解析した結果下

記の事柄が分かった。 

 ① 温度：季節と空調方式を問わず、室内温度

は建築物衛生法の管理基準値を満足した。また、

個別方式の温度設定が居住者に任せているため、

中央方式に比べると冬期に 0.5℃高く、夏期に

0.4℃低くなっている。 

 ② 相対湿度：夏期では建築物衛生法の管理基

準値を満足したが、冬期では空調方式を問わず、

40％を下回った。また、冬期では個別方式より

中央方式の方が 5％程度高かった。 

 ③ CO2濃度：季節を問わず何れの方式におい

ても、室内濃度の中央値が 1000ppm を下回っ

た。 

 ④ 浮遊微生物：季節を問わず室内浮遊細菌濃

度が建築学会の維持管理基準値の 500cfu/m3 を

満足した。また、中央方式に比べ、個別方式の方

が高い値を示した。 

一方、浮遊真菌については、夏期の個別方式の

室内濃度の中央値が 50cfu/m3を上回ったが、ほ

かは当該基準を満足した。 

⑤ 浮遊粒子：季節を問わず、中央方式より個

別方式の室内粒径別浮遊粒子濃度が高い値を示し

た。浮遊微生物の測定結果と併せて考えると、個

別方式を採用した室内の粒子状物質のろ過性能が

劣っている。 

D2．個別方式空調と中央方式空調における感染

リスクの比較 

個別方式空調と中央方式空調における感染性エ

アロゾルに起因する感染リスクの比較を行った。

個別方式空調機のフィルタが標準仕様（MERV 

1）の場合の感染確率は、一般に中性能フィルタ

（MERV12 以上）が備えられる央方式空調の場

合に比べ約 2 倍高くなる。従って、個別方式の

1
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空調機（パッケージエアコン）のフィルタを中性

能（MERV12 以上）にグレードアップすること

が望ましい。 
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